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１．はじめに

１９９０年代以降，コミックやアニメーション

（以下，アニメ）など日本のマンガ１）は世界的

に注目されている。注目のきっかけとなったの

は，１９９６年に米国の音楽雑誌「ビルボード」

のビデオセールスランキングで，日本のアニメ

「攻殻機動隊（Ghost in the Shell）」２）が１位を

獲得したことである。コミックでも，１９９９年

に国内で連載を開始した『NARUTO－ナルト

－』（岸本斉史，集英社）の単行本が３０カ国以

上で翻訳され，フランスで１,５００万部，北米で

も１,０００万部が発行されている３）。さらに同作

品のテレビアニメは，２００５年の北米を皮切り

に，世界８０カ国・地域で放映されている４）。

また，コミックとアニメ，それらに関連する

音楽（アニメソング５））やコスプレ６）は，海外

で開催される日本文化を紹介するイベントやコ

ンテンツの見本市において，来場者数の増加に

貢献している。たとえば，２０００年からパリ郊

外で開催されているジャパン・エキスポでは，

２００１年に３,２００人であった来場者が２０１３年に

は２３万人を超え，フランスのみならず欧州各

地から日本のマンガの熱狂的なファンが集まっ

た７）。アニメに特化したイベントでも，２０１２

年にロサンゼルスで開かれたアニメ・エキスポ

の約１２万８,０００人８），同年にシンガポールで開

催された AFA（Anime Festival in Asia）の８

万３,０００人９）と，いずれも大盛況を収めている。

海外における日本のマンガの人気は，訪日外

国人の動向をみても顕著である。日本政府観光

局によると，訪日外国人の２割以上，中国人に

限れば４割以上がマンガやゲームを販売する店

舗が集積する秋葉原を訪問している１０）。このよ

うな外国人のニーズに対応すべく，大手旅行代

理店 JTB１１）や定期観光「はとバス」は，マンガ

関連施設を巡るツアーや観光コースの商品を展

開している。

以上のように，マンガは海外に向けた日本の

ソフト・パワーとして位置づけられ，経済産業

省も２０１１年から「クール・ジャパン／クリエ

イティブ産業政策」を推進している１２）。

１）「マンガ」とは一般的に，出版されたマンガつま
りコミックを意味することが多い。しかし本稿
では，出版物としてのマンガだけでなく，アニ
メやキャラクター商品なども対象にしている。
したがって，本稿で用いる「マンガ」とは表現
技法を意味し，マンガによって描かれた出版物
を「コミック」，マンガによる映像物を「アニ
メ」，コミックやアニメから派生した商品を
「キャラクター商品」と呼ぶ。

２） 士郎正宗の同名コミックを押井守監督が１９９５
年に劇場アニメ化。

３）『日経エンターテインメント』,２０１２．９，p．１０８，
日経 BP社。

４）同上。
５）アニメの主題歌や挿入歌。
６）コミックやアニメのキャラクターに扮装すること。

７）『日経エンターテインメント』, ２０１３．９，p．１２
４，日経 BP社。

８）同上，２０１２．９，p．３６。
９）同上，２０１３．２，p．５６。

１０）同上，２０１０．１０，p．８９。
１１）外国人向けツアーを取り扱う JTBサンライズツ

アー。
１２）岡田（２０１３），p．１。

経 済 学 研 究 ６３－２
北 海 道 大 学 ２０１４．１

マンガビジネスの生成と発展
――事業をつなぐビジネスシステムの解明――
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ビジネスの観点から日本のマンガをみると，

国内では１９６０年代から，海外でも１９９０年代以

降，急速に市場規模を拡大してきた。国内市場

における近年の動向をみると，コミック（雑誌

と単行本）は販売部数ベースでは１９９５年以

降，販売金額ベースでは１９９６年以降，横ばい

あるいは縮小傾向にあるものの，アニメ（劇

場・テレビ・ビデオソフト・ネットワーク配

信）は１９９０年以降も順調に市場規模を拡大し

ている１３）。２０１１年の国内市場規模は，コミック

が３,９０３億円（雑誌および単行本の販売金額

ベース）１４），アニメが２,１９７億円（テレビアニ

メの制作費と，劇場・ビデオソフト・ネット

ワーク配信のユーザー支出金額を合算）１５），

キャラクター商品が１兆６,１７０億円１６）である．

また，近年では，コミックを原作にした実写

の映画やテレビドラマ，コミックやアニメの

キャラクターを用いた企業のテレビ CM や

キャンペーン，アニメソングのイベントなど，

マンガを利用した事業領域が拡大している。こ

のように，国内外における市場規模の大きさお

よびコンテンツとしての波及効果を考えると，

我が国にとって，マンガビジネスの重要性は高

いといえる。

本稿の目的は，コミックとアニメ，キャラク

ター商品の事業間関係に焦点を当てて，日本の

マンガビジネスがどのように発展していったの

かを明らかにすることである。具体的には，コ

ミックとアニメ，キャラクター商品の３つの事

業をつなぐビジネスシステムの成立と，そのビ

ジネスシステムにおける各事業の果たす役割を

解明することである。なお，本稿では２０００年

までのマンガビジネスを分析の対象としてい

る。期間を限定する理由は，２０００年前後を境

にして，アニメ製作１７）に導入された CG（コン

ピュータ・グラフィックス），コミックやアニ

メのデジタル配信など，技術や流通に変革が起

こり，また，それに伴ってマンガビジネスの構

造も変化しているからである。ただし，２０１３

年現在のマンガビジネスにおいても，２０００年

以前に構築されたビジネスシステムの下で展開

されている事業は少なくないため，２０００年以

前に遡ってビジネスシステムの成立を考察する

ことは，今日的意義があると考える。したがっ

て，本稿では２０００年までを対象に，ビジネス

システムの観点から日本のマンガビジネスがど

のように発展してきたのかを解明する。本稿で

解明するビジネスシステムが，技術や流通変革

によってどのように変化したのかについては，

今後の研究課題としたい。

第２節では，国内最大手のアニメ製作会社の

事例を取り上げ，アニメ製作の実態とコミック

やキャラクター商品事業との関係を記述する。

第３節では，大手玩具メーカーの事例をもと

に，キャラクター商品事業の特徴および他の２

１３）電通総研編（２０１２）。
１４）電通総研編（２０１３）。
１５）同上。
１６）経済産業省関東経済産業局「コンテンツ２次利

用市場（ライセンス市場）に係る競争環境及び
海外市場動向実態調査」平成２３年度報告書（要
約版）http://www.kanto.meti.go.jp/
kankobutu / data / contents _ kaigaishijyo _
chousa_youyakuban.pdf

１７）映像（アニメおよび実写）に関わる業界では，
「製作」と「制作」という用語を使い分けてい
る。「制作」とは撮影や編集など映像フィルムを
作る作業のことであり，「製作」とは企画や資
金調達（出資），フィルムの制作，宣伝，興行ま
で の す べ て を 指 す。つ ま り，「制 作」は「製
作」の一部である。テレビ番組や映画作品の冒
頭もしくは最後に流れるクレジットタイトルで
も，この２つの用語は使い分けられている。近
年，多くの映画作品で用いられている「製作委
員会」という手法は，作品に出資し，出資額に
応じた割合で収益を得られる関係者で構成され
ている。したがって，この場合は「製作」とい
う用語を用いているのである。本稿において
も，アニメの企画から資金調達，フィルムの制
作などをすべて手がける大手企業の事例を取り
上げており，同社の業務や事業に関する表記が
「製作」であることから，同じく「製作」とい
う用語を用いることにする。

経 済 学 研 究376230（ ） ６３－２

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／１６　２２９～２５８　岡田様  2014.01.16 16.00.41  Page 230 



つの事業との関係を整理する。第４節では，３

つの事業がもつそれぞれの強みや制約を考察

し，それらがどのように結びついてビジネスシ

ステムを形成しているのかを解明する。第５節

はむすびとし，今後の課題を述べる。なお，コ

ミック事業に関する詳細な記述および考察は，

岡田（２０１３）を参照されたい。

２．アニメ製作会社の事例

１９５０年代前半まで，国産のコミックと海外

から輸入された一部のアニメで構成されていた

国内のマンガ市場が今日のように成長し，海外

市場へも進出するに至ったプロセスに，アニメ

事業の果たした役割は大きい。特に，国産のテ

レビアニメがはじめて放映された１９６３年以

降，国産アニメが輸入アニメに取って代わるの

に，それほど時間はかからなかった。

マンガビジネスの３つの事業の中で，人気作

品という素材提供を担うコミック事業に対し，

アニメ事業はテレビというメディアを通じて，

マンガの潜在的顧客の開拓あるいはキャラク

ター商品という新しいマンガ市場の創造に貢献

してきた。言い換えれば，アニメ事業はマンガ

ビジネスの成長の起爆剤となったのである。

冒頭で述べたように，日本のアニメは海外で

の評価も高い。市場における需要はもちろん，

海外の映画監督や俳優の中に日本のアニメの熱

烈なファンは多く，アニメを通して日本という

国に興味をもつ外国の若者も急増している。

このように，国内外でのアニメ市場の成長を

支えてきたアニメ製作会社のなかで，本節で

は，国内最大手のアニメ製作会社の事例を取り

上げ，アニメ製作の実態とコミックやキャラク

ター商品事業との関係を記述する。

２－１．関東アニメ（仮名）の概要

関東アニメは１９５６年に創立され１８），国内で

はじめて本格的アニメを製作した映像製作会社

である。２０１３年現在は，①映像製作・販売事

業に加えて，②自社製作作品の版権事業，③

キャラクター商品事業，④キャラクターショー

などイベントの企画・運営事業を手がけてい

る。２０１２年度の売上は３３８億円（内訳：①１３４

億円，②１１７億円，③７０億円，④１６億円）で

ある。

関東アニメの設立当初の目標は，「東洋の

ディズニー」になることであった。同社は大手

映画会社の系列で，会社設立時は資本金１００万

円１９），従業員数３５名，１００坪の作業場に撮影機

４台と小規模なスタートを切った。創立当初の

主な事業はテレビ CM のフィルムの製作であ

り，当時の設備やスタッフ数では，劇場短編ア

ニメ２０）が３ヶ月に１本，１分間のテレビ CM で

１ヶ月に１０本程度の製作能力しかなかった。

１９５６年末までに，同社が製作した映像本数

は，テレビ CM を含め１０６本であった。

同社は本格的なアニメの製作を目指し，１９５７

年に約１,０００坪の敷地に鉄筋コンクリート３階

建てのスタジオを建設した。スタジオの延面積

は３５６坪，冷暖房完備で，マルチプレーン・ス

タンド（多層式遠隔操作撮影台）やスクリーン

プロセス装置，６チャンネル・ミキシングコン

ソールの最新鋭機材を備え，アニメ専用スタジ

オとしては，東洋一の規模と設備を誇った。

１９５７年４月には，はじめての定期社員採用

が行われ，同年８月に実施された社員の一般公

募には約８００名の応募があり，そこから９名を

採用している。１９５６年に３５名であった従業員

数は，１９６４年末には５７５名になり，その後

１９７２年の経営合理化で２２０名まで削減されて

いる。ただし，この時期の従業員削減は，中小

のアニメ製作プロダクションや個人のアニメー

１８）設立は１９４８年。

１９）２０１３年３月末現在の資本金は２億８，６７０万円。
２０）映画倫理委員会の規定によれば，劇場アニメ

は，上映時間によって短編（３２分未満），中編
（３２分～５５分未満），長編（５５分以上）の３つ
に分類される。

２０１４．１ マンガビジネスの生成と発展 岡田 377231（ ）
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ターに仕事を発注する割合が高まったためであ

り，事業規模の縮小を意味するものではない。

多くの手作業を必要とするアニメ製作現場で

は，作画などの主要な作業を除いては，アウト

ソーシングにより人件費を削減する傾向がみら

れる。その後，事業の拡大によって採用を増加

し，２０１３年３月末現在の従業員数は５２８名

（単体では３０９名）である。

創立から２００９年までの５３年間に同社が製作

した劇場版アニメやテレビアニメの作品は約

９,６００本である。さらに，これらの作品を DVD

化したパッケージソフトやブロードバンド配

信，作品キャラクターやアニメソングを用いた

携帯コンテンツなど幅広い事業を展開してい

る２１）。また，同社が製作したアニメは，海外の

映画祭でも多数の作品が受賞するなど世界的に

みても質・量ともに高い評価を得ている。

２－２．関東アニメ（仮名）の組織

関東アニメは，１９９６年までの４０年間に１３

回，組織構造を変化させてきた２２）。その中で，

同社の事業活動の変化に対応した組織改革は，

以下のようになっている。

２－２－１．設立時の組織

従業員数が少なかった設立時の組織は，取締

役社長とスタジオ所長以下には，総務部と経理

部，企画部（事務課と企画者），製作部（第１

課・第２課）および連絡課と事業課とシンプル

な構造であった。その後，１９５９年に製作と管

理部門を分化し，製作部も製作工程の業務に応

じて細分化されていった。

２－２－２．テレビアニメ事業と組織

１９６４年には，前年に始まったテレビアニメ

事業を意識した組織改革が行われた。同社の当

時の主な事業は，テレビ CM と劇場アニメ，

テレビアニメ２３）の３つである。同年の組織改革

では，これら３つの事業部に，管理部と企画部

を合わせた５部署と，アニメの背景や彩色等に

関係する仕上と美術，技術の３つの課が設置さ

れた。同年の組織改革のポイントは，それ以前

には部と課の２層であった組織構造に，係を加

え３層にしたことである。

大幅な組織改革から３年後の１９６７年，同社

の組織はテレビアニメと劇場アニメ製作部を廃

止し，第１製作部と第２製作部に名称を変更し

た。この改革の意図は，次のようなものであっ

た。

テレビアニメがヒットすれば，その作品は劇

場アニメ化される場合が多い。同社の親会社で

ある映画会社は，毎年定期的に劇場アニメを全

国一斉に上映する。その際に，テレビと劇場で

部署を分けていれば，製作段階で多くの不都合

が生じる。たとえば，監督や演出家が同一人物

であっても，テレビと劇場アニメでスタッフが

変われば，打ち合わせや意思の疎通などを一か

らはじめなければならない。また，テレビと劇

場作品で，登場人物の表情などの絵のタッチが

異なってしまうこともある。テレビ事業と劇場

事業を統合すれば，テレビと劇場の同一作品

を，同じスタッフで製作することができる。テ

レビアニメのヒット作品が劇場アニメ化される

ようになったことから，同社の組織は事業の縦

割り組織を廃止したと考えられる。

１９６７年の組織改革で特筆すべき点は，営業

部の設置である。それまでの組織は，企画と製

作，管理の３つのカテゴリーに分けられてい

た。そこに営業部が新たに加えられたのも，テ

レビアニメ事業と関わりがある。

テレビアニメは，同時に事業が展開される

キャラクター商品という新しい市場創造をもた

２１）関東アニメホームページより。
２２）組織変革については，同社の創立４０周年を記念

した社史を参考にし，筆者のインタビュー調査
の内容を用いて補足している。

２３）１９６４年当時は，アニメーションやアニメという
言葉は一般的に使われておらず，テレビマンガ
と呼ばれていた。同社の事業部でも，テレビマ
ンガ製作部という名称が使われていた。
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らした。玩具や食品，文具など子ども向けの商

品を扱う企業では，テレビアニメと同一のキャ

ラクター商品を次々と発売している。また，こ

れらの企業はテレビアニメの番組スポンサーと

なり，テレビアニメ事業を支えている。テレビ

アニメを数多く製作する関東アニメでは，キャ

ラクター商品企業とのライセンス契約も多くこ

なさなければならない。そこで，著作権を管理

する部署が必要になってきたのである。同社で

は，営業部のなかに版権課を設置し，テレビア

ニメの商品化権に関する業務を一元化すること

にした。

２－２－３．国際化と組織

次に同社の組織が変化するのは，１９８０年の

国際部設置である。１９７７年から開始した海外

事業では，特にフランスとイタリアの国営テレ

ビで放映された作品が大ヒットした。その後

も，中南米やハワイなど多くの国や地域にアニ

メフィルムを輸出していくなかで，１９８０年に

版権営業部の海外販売部門を拡大し国際部を新

設する２４）。

製作面の国際化では，１９７３年，コスト削減

を図るため韓国の製作会社と契約を交わし，技

術スタッフを現地に派遣して，テレビや劇場ア

ニメの海外製作を開始する。１９８０年には，米

国の大手コミック出版社と合作契約を締結し，

１９８６年には，フィリピン企業とアニメ製作技

術提携を結んだ。このフィリピン企業は，１９９２

年に関東アニメとの合弁会社となり，１９９９年

には関東アニメの完全子会社となっている２５）。

２－２－４．オフィスとスタジオの分離

創立４０周年の１９９６年に行った組織変革で

は，組織構造を管理や企画を行うオフィス部門

と，製作を担当するスタジオ部門の２つに分け

た。オフィス部門には，総務や経理，企画営

業，版権営業，国際事業などの事務的業務が統

括され，スタジオ部門は演出から仕上げに至る

アニメ製作の現場となっている２６）。

２－３．アニメ製作の実態

２－３－１．作品企画

アニメ事業の主なプロセスは，企画と製作に

分けられる。作品の企画はアニメ事業の全体を

計画する重要な業務であり，映画と同様に作品

の善し悪しは企画で決まるといっても過言では

ない。また，企画から製作に至るまでのプロセ

スには，コミックに代表されるアニメの原作の

調達，スポンサー企業との交渉など，企画を立

てるための多くの準備を行わなければならな

い。関東アニメの場合，企画を担当する部署は

企画営業部であり，実際に企画を立てそれを遂

行していくのはプロデューサーの役割である。

１９９８年時点で，同社には５０代のベテランか

ら入社１年目の新人まで，１２名（うち３名が

女性）のプロデューサーがいた。同社のプロ

デューサーは，正社員と契約社員２７）から構成さ

れており，７～８年以上のキャリアをもつアニ

メーターに，プロデューサーになる資格が与え

２４）２０１３年現在は，２００４年に設立されたロサンゼル
スとパリの子会社および香港の合弁会社（１９９７
年設立），上海事務所（２００６年開設）が当該地域
で事業を展開し，それ以外の国における事業
は，国 際 部 が 直 接 あ る い は 現 地 デ ィ ス ト リ
ビューターを通じて現地企業（テレビ局や映画
配給会社）と契約を行っている（関東アニメ
ホームページより）。

２５）２０１３年現在，フィリピンの子会社の従業員数は
１６０名で，動画や背景，仕上など，関東アニメの
作品製作の約７０％ を担っている（関東アニメ

ホームページより）。
２６）２０１３年７月に，分散していたオフィス部門の拠

点を統合し，オフィス部門には，企画営業本部
（テレビ，映像，コンテンツ，版権の４つの事
業部）と経営戦略本部（経営戦略部，海外ライ
センス事業部，海外戦略推進部），経営管理本部
（総務部，人事部，法務部，情報システム部，
監査部など）を，スタジオ部門には，製作本部
（製作管理部，製作部，デジタル映像部）とア
ニメーションギャラリーを配置した。

２７）関東アニメでは，約２０年間正社員を採用してい
ない時期があった。その間に契約社員となった
人が現在も残っている。
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られている。ほとんどのプロデューサーは，製

作現場で指揮をとる演出の仕事を経験してい

る。演出の仕事は１作品当たり６～７人のチー

ムで行われ，彼らを統括し社外との交渉に至る

までを担当するのがプロデューサーの仕事であ

る。

プロデューサーが企画を立てても，実際に作

品化されるのはごくわずかしかない。演出家お

よびプロデューサーを経て企画営業部長となっ

た高田氏（仮名）の場合，同僚プロデューサー

に比べると企画の作品化（採用）率は高かった

ものの，約１５％ であったという。通常は企画

を立てた１０本のうち，作品化されるのは１本

程度である。

プロデューサーは，自ら考えたテーマをもと

に企画を立てているわけではない。たとえば

「明るいスポーツもの」というように，テレビ

局が視聴者となるターゲット層に合わせたテー

マを設定し，それが同社の企画営業部長を通し

てプロデューサーに伝えられ，彼らはテーマに

沿って各自が選んだ人気コミックの原作をもと

に企画を立てているのである。したがって，プ

ロデューサーは，日頃からコミック雑誌に眼を

通し，企画に使えそうな作品を常に準備してお

かねばならない。

これは，テレビ局からの企画持ち込みである

が，他にも広告代理店から，あるいはコミック

雑誌編集部からというように，企画の発案者は

様々であり，もちろん，同社内でオリジナルの

企画を立てることもある。企画の発案者を整理

すると，①テレビ局，②広告代理店（この場合

は，スポンサー企業がはじめから決定してい

る）③コミック編集部，④アニメ製作会社とな

る。

これら４つの企画ルートの中で，もっとも少

ないのが④アニメ製作会社によるオリジナルの

企画である。ここでいうオリジナルとは，コ

ミックなどの原作がないオリジナルストーリー

の作品を指す。オリジナルの企画が少ない理由

は，リスクが大きいからである。アニメの製作

には，多大な費用と時間を要する。人件費率の

高いテレビアニメの製作費が，テレビ局から支

払われる放映料を上回るため，テレビアニメ事

業は恒常的に赤字となっている。

ただでさえリスクを背負った事業であるた

め，アニメ製作会社はもちろんテレビ局や広告

代理店，スポンサー企業としても，あらかじめ

作品の知名度があり，視聴者から支持される可

能性が高い作品でなければ，事業への参加に対

して積極的にはなれない。簡潔に言えば，高い

視聴率を獲得できると判断できなければ，テレ

ビアニメの製作企画，あるいはテレビ放映，ス

ポンサーとしての参加の意思決定は下されない

のである。そこで，コミック雑誌の人気作品を

原作にした企画が，もっともリスクの小さい企

画と判断されるのである。しかも，作品を掲載

しているコミック雑誌の発行部数が多いほど作

品の認知度は高いため，メジャー誌とよばれる

コミック雑誌，特に少年コミック雑誌の連載作

品の価値が高いとされる。現在までにテレビ放

映され，しかも高視聴率を獲得したテレビアニ

メをみると，そのほとんどは，発行部数の多い

少年または少女コミック雑誌の連載作品であ

る。このような過去の実績から，テレビアニメ

事業に参加する企業は，特に発行部数の多いコ

ミック雑誌の人気連載作品が原作であること

を，事業への参加の第１条件にあげているので

ある。

多くの場合，コミックを原作に立てられる企

画は，いくつかの段階を経てテレビアニメ化の

決定に至る。まず，プロデューサーは指示され

た大枠のテーマに沿ってラフな企画を立てる。

正規の企画書を作成するには，かなりの時間と

エネルギーを要するため，テーマや企画意図，

キャラクターの魅力などのアウトラインを示し

た数枚の簡単な企画書が企画営業部長に提出さ

れる。企画営業部長は，１つのテーマに対して

プロデューサー全員から出された企画に眼を通

し，その中から３つの企画を選ぶ。第１段階を

通過した３つの企画は，正規の企画書にされ，
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企画営業部長が社長の許諾を取る。

この段階を通過すれば，企画書は広告代理店

に提出され，プロデューサーはテレビ局やスポ

ンサー企業も含めた関連企業に向けてプレゼン

テーションを行う。その際に重要なことは，プ

レゼンテーションに至る前に，あらかじめスポ

ンサー企業に内諾を取っておくことである。

テレビアニメ事業は，コミック事業とキャラ

クター商品事業の中間に位置するため，アニメ

製作会社は３つの事業に関連するすべての企業

と接触をもつ。具体的には，出版社やテレビ

局，広告代理店，キャラクター商品企業であ

る。これらの企業とは，１つの作品を軸にチー

ムを組む場合が多い。マンガビジネスでは，同

一作品をもとに展開される複数事業の連携が，

各事業の高業績につながるからである。チーム

内の企業間では，連携に伴ってコミュニケー

ションが促進されるため，別の作品でチームを

組む際に比較的スムーズに話が進む。

しかし，マンガビジネスでは，このような取

引関係が継続的に続くとは限らない。テレビア

ニメの企画に合うコミックがあれば，アニメ製

作会社はどのコミック雑誌編集部とでも取引を

行うし，そのアニメ番組を放映するテレビ局も

１ つに固定されているわけでもない。つま

り，マンガビジネスの事業間関係は，１つの作

品については関連する事業にある複数企業が

チームを組むが，その関係は，たとえば自動車

産業の系列のように固定化されてはいないので

ある。チームを組む相手企業は流動的であり，

作品が変われば，前作の相手企業にとってのラ

イバル企業とチームを組むこともある。

常時５～６作品のテレビアニメの製作を行っ

ている関東アニメでは，取引相手同士がライバ

ル企業であることも珍しくない。特に，テレビ

アニメの原作を提供するコミック雑誌で，この

ような問題が顕著にあらわれる。たとえば，A

誌の作品でテレビアニメ事業を遂行している時

に，A 誌のライバルである B 誌の作品で新し

い企画を立てようとすれば，そこに軋轢が生じ

る。B 誌としては，競争相手の A 誌とチーム

を組んでいる関東アニメに映像化権を出したく

ないというのが本音だろう。しかし，関東アニ

メはアニメ製作会社では最大手であり，広告代

理店やテレビ局，さらにはスポンサー企業に対

する信用や影響力が大きい。そのため，関東ア

ニメは競合企業のどちらとも取引を行うケース

が多いが，中小のアニメ製作会社であれば，こ

のような軋轢から取引が固定化されることも少

なくない。

２－３－２．アニメ製作

作品の企画が成立し他事業との合意が済め

ば，次はスタジオでの製作段階に入る。テレビ

アニメのフィルムは，以下の１２の作業２８）を経

て完成する。

①スタッフ打ち合わせ

まず，プロデューサーや演出家，脚本家，

テレビ局の担当プロデューサーなどが集ま

り，作品のシナリオについて話し合う。アニ

メのシナリオは映画やドラマと同じく台本形

式で書かれたもので，これとは別にシナリオ

に沿って簡単な絵が添えられている絵コン

テ２９）というものも用意される。アニメの製作

は多数のアニメーターによる分業で進められ

るため，全体の流れを把握し，自分の担当箇

所がどの位置にあるのかを確認できるよう，

絵コンテは全員に配布される。

スタッフ打ち合わせ以降は，多くのアニ

メーターによる分業がはじまる。以下の工程

はそれぞれのアニメーターが得意とする作業

に分担され，さらに各工程も複数のアニメー

ターによって共同作業で遂行される。

２８）関東アニメが設立したアニメーション研究所で
教材として使われているテキストを参考にし，
筆者のインタビュー調査の内容で補足してい
る。

２９）シナリオを絵と文字で連続的に書き（描き）起
こしたもの。カットの長さ，タイミング，台
詞，音楽，音響効果，カメラワークなど多くの
情報が盛り込まれ，アニメ製作のすべての作業
は絵コンテをもとに遂行される。
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②原画

原画とは，登場人物の主要な動きを絵にす

る作業である。完成した原画を重ねてめくっ

ていけば，滑らかではないが，大まかな動き

はわかる。原画を作成する時には，数枚の用

紙の上部をビスで留め，下の絵をなぞるよう

にしながら少しずつ動きが出るように描き足

していく。アニメのフィルムでは，約２０枚

の原画が５秒ほどの長さにしかならない。

③動画

登場人物の大まかな動きをあらわした原画

の間を埋めるのが，動画である。アニメー

ターの間では，この作業を「中割り」と呼ん

でいる。原画のままだとロボットのような硬

い動きしか表現できないが，その間の微妙な

動きを描き足していくことによって，登場人

物の動きは滑らかになる。テレビアニメ（３０

分番組）１本当たりの平均動画枚数は約３,５００

枚である。

家にたとえると原画は柱のような役割で，

その柱をつなぎ壁を作っていくのが動画の役

割である。したがって，原画はキャリアの長

いベテランアニメーターが，動画は新人のア

ニメーターが担当することが多い。

④背景

原画と動画によって登場人物の絵が完成す

ると，それらを重ねる背景の作業に入る。背

景作画マンは，美術デザイナーが描いた「背

景原画」をもとに背景を描いていく。１枚の

絵がワンカットにしか使えない原画や動画に

比べると，風景や建物などが描かれた背景は

動きが少ない分，長い時間同じ絵を使用でき

たり，異なるシーンでも同じ場所であれば繰

り返し使うことができる。テレビアニメ（３０

分番組）１本当たりの背景の枚数は約１５０枚

である。

⑤ゼログラフトレス

紙に作画された動画を，カーボン紙を使っ

てセル３０）にコピーしていく作業をゼログラフ

トレスという。トレスには，手書きで行うも

のと，機械を使って行うマシントレスがあ

る。

⑥彩色（さいしき）

彩色担当者は，「彩色指定表」に書かれた

絵具ナンバー通りに，トレス済みのセルの裏

側から色を付けていく。絵具の色は数千種類

にも及ぶが，近年ではコンピュータを用いて

さらに微妙な色の違いを表現することができ

るようになったため，色の種類は無限に近

い。

⑦特殊効果・仕上検査

特殊効果担当者は，演出家の指示にもとづ

いて彩色済みのセルにエアブラシを用いて，

光や影，爆発などの効果を加える。

仕上検査とは，すべての作業が完了したセ

ルに色間違いや抜けがないかどうかチェック

していく作業である。

⑧撮影

仕上検査を終えたセルと背景は，重ね合わ

せて１コマずつ撮影されていく。撮影の前に

は，演出家と撮影担当者が打ち合わせを行

い，カメラアングルや撮影方法を決める。

⑨編集

撮影されたフィルムは編集に回され，つな

ぎ合わされていく。この作業では，写真のよ

うに静止した多数のフィルムをつなぐことに

よって，動きのあるアニメフィルムの状態に

していくのである。

⑩ダビング

完成したフィルムに合わせて，効果音や台

詞などの音を録音していくのがダビングであ

る。効果音を入れる作業では，スクリーンに

映し出される映像を見ながら，録音技師と演

出家が音のバランスを調整している。声優に

よる台詞が録音される作業は，「アフレ

コ」３１）と呼ばれる。これも映像と台詞が一致

３０）セルロイドの略。トリアセテートセルロースで
作られた透明ベースのこと。

３１）After Recordingの略。撮影，編集された映像
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するように，映像を見ながら録音作業が進め

られる。

⑪映像処理

編集されたネガフィルムを現像しプリント

する作業である。

⑫納品

テレビ局には，映像のフィルムとサウンド

用磁気テープをセットにして納品される。

以上のように，アニメの製作には，多くの人

手と長い時間がかかる。関東アニメの場合，数

十人から１００名近くのスタッフが，約３ヶ月の

時間をかけて１つのアニメ作品を作っている。

人の手による作業の多さと，それに伴って長い

時間を必要とすることが，アニメの製作費を押

し上げている。

２－３－３．製作コスト

関東アニメにとって，製作コストの問題は大

きい。同社では，１９９８年度に５作品のテレビ

アニメを製作しており，毎週放映される３０分

番組に換算すると，年間２３０本の製作を手がけ

ていることになる３２）。同社の１本当たりの製作

費はおよそ１,３００万円であるため，年間製作費

は約３０億円にのぼる。さらに，同社では劇場

アニメも年間４本製作しており，この製作費を

加えるとおよそ４０億円に達する。

これに対し，１９９０年代後半にテレビ局から

同社に支払われていた１本の放映料は平均８７０

万円であった。したがって，テレビアニメ事業

単体の収支を単純計算すると，年間で９億

８,９００万円の赤字となる。企業規模の大きさや

製作本数の多さを考えれば，二次利用による収

入を含まないテレビアニメ事業単体による赤字

額は，おそらく関東アニメが国内のアニメ製作

会社で最大であろう。

しかし一方で，同社は資本力と実績・信用と

いう大手企業としての強みももっている。

第１の強みは資本力である。前述したよう

に，同社は国内最大手のアニメ製作会社であ

り，親会社は大手映画会社である。資本力があ

るため，長期的な戦略が立てられる。製作費で

赤字が出れば，短期間で会社の存続が困難にな

る中小の製作会社に比べると，資金力に余裕が

ある。

第２の強みは，実績と信用である。同社は約

４０年の間にテレビアニメを１０７作品，劇場ア

ニメ１３１作品を製作してきた。その中には，ア

ニメ史に残るようなヒット作品もいくつかあ

る。同業他社に比べても，多くの人気作品を生

み出してきた。ヒット作を数多く輩出してきた

ため，そこから得られる利益も大きかった。さ

らに，現在も市場に向けて安定したアニメの供

給を行っている。

つまり，長期間にわたって複数の作品製作を

継続しているということは，視聴率も作品の認

知度も高い，いわゆる人気アニメがキャラク

ター商品やビデオ・DVD アニメなどの二次利

用によって収益性の高い事業となり，作品の認

知度はあるがまだ高視聴率を獲得していない新

規作品を助ける構図になっている。関東アニメ

のテレビアニメ事業は複数作品の組み合わせに

よって，資源配分が効率的に行われていると考

えられる。

さらに，同社の長年の実績は，マンガビジネ

ス内での信用にも結びついている。同社は企業

規模の大きさだけではなく，アニメ製作やキャ

ラクター商品化窓口業務に関して，アニメ業界

あるいは出版やキャラクター商品事業に関連す

る企業の間でリーダー的存在である。まず，ア

ニメ製作に関しては，これまでに多くの優秀な

を映写しながら，後から台詞やナレーションを
録音すること。

３２）テレビ番組放映期間の最小単位は，１年（５２
週）を４期に分けた１クール（１３週）である。
これは，テレビ番組の改編期に対応している。
テレビアニメの場合，通常４クール（１年）で放
映が終了することが多いが，視聴率が低ければ２
クールで放映を打ち切ることがある。逆に視聴
率の高い人気番組になると，放映期間は数年間
継続することもある。最近では，番組改編期に
特別番組を放映するため，１クールが１３週から
１１，１２週へ削られるようになってきた。
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アニメーターを輩出し，製作技術においても業

界のトップを走ってきた。たとえば，人材教育

では，１９９５年にアニメーション研究所を設立

し，新人アニメーターの教育マニュアルをいち

早く体系化している。製作技術面では，１９８０

年ごろからアニメ製作におけるコンピュータ利

用を研究し，他社に先駆けて CG の導入を進め

てきた。出版社やテレビ局，キャラクター商品

企業が，中小のアニメ製作会社よりも優秀な人

材と高い技術力をもつ関東アニメと取引を行い

たいと考えるのは当然のことであろう。

商品化窓口業務とは，テレビアニメの商品化

に関してライセンス契約等の業務を行うことで

ある。ただし，商品化窓口になるためは，マン

ガ家や出版社からの信用が必要であり，アニメ

製作会社で商品化窓口となっている企業はほと

んどない。筆者が知る限り，大手出版社が自社

コミックのキャラクター商品化契約を一元化す

るために設立したプロダクションと，大手玩具

会社あるいは大物マンガ家の個人プロダクショ

ンなど，商品化窓口はそれほど多くない。商品

化窓口では，その作品に著作権をもつすべての

権利者を代表して，キャラクター商品企業に対

し許諾を与える。また，権利の不履行があった

場合や海賊版など違法な商品に対して法的な対

処を行うことも，商品化窓口業務の役割であ

る。

さらに，人気作品の劇場アニメ化に際して

は，親会社である映画会社が所有する全国の直

営映画館へ配給できるという強みがある。劇場

アニメの収益は，上映館の数によって大きく変

わる。上映館が多いほど配給収入が大きくな

り，観客動員数が多いほど興行収入も大きくな

るのである。

以上のように，関東アニメのテレビアニメ事

業には，赤字という構造的問題が存在してい

た。しかも，中小の製作会社に比べると，製作

するテレビアニメの作品数が多いため，赤字額

はさらに大きくなる。数年に一度であっても，

他の作品の赤字を埋めるほどのヒット作品を出

さなければ，テレビアニメ事業単体での収益確

保はやはり難しい。ただし，大手であるがゆえ

に，資本力や実績あるいは信用によって，同社

はアニメ事業を成立させている。もちろん，同

社がもつ強みは，テレビアニメ事業の赤字を埋

める二次利用のライセンス収入に大きく貢献し

ている。大手としての信用が，人気の高いコ

ミックの原作を獲得することを容易にし，テレ

ビ局や広告代理店とのパイプを強固にさせ，ス

ポンサー企業あるいはキャラクター商品企業と

の交渉に際しても，中小のアニメ製作会社より

有利な条件での契約を可能にしているのであ

る。

２－３－４．ディズニーの劇場アニメ事業

では，国内最大手である関東アニメのアニメ

事業は，海外のアニメ事業と比べると，どのよ

うな違いがあるのか。以下では，世界最大手の

エンターテイメント企業である，ディズニーの

アニメ事業を概観する。

ディズニーの特徴は，すべての事業が劇場映

画の作品から展開されていることである。劇場

アニメをスタート事業にしているディズニーで

は，キャラクター商品やテーマパークにおける

事業展開が，長期に継続されなければならな

い。なぜならば，関東アニメの事例にもあるよ

うに，アニメ製作は高コスト事業であり，さら

に日本と異なるのは，ディズニーの主力商品

が，テレビアニメではなく劇場アニメだからで

ある。

関東アニメの事例では，テレビアニメの製作

費は３０分番組でおよそ１,３００万円であった。

劇場アニメになると，６０分フィルムの製作費

は約１億円になる。近年の劇場アニメは，以前

よりも上映時間が長くなり，９０分程度の長編

アニメが主流となっている。したがって，単純

に計算しても１作品あたり１億５,０００万円の製

作費がかかることになる。

米国のアニメになると製作費はさらに高額に

なり，その米国のなかでもディズニーの製作費

は特に高い。同社の製作費の平均は，３０分番
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組のテレビアニメで日本円にして約６,５００万

円，長編の劇場アニメになると約４億円といわ

れる。劇場アニメでは日本の２．５倍以上，テレ

ビアニメでは日本の５倍の製作費をかけている

ことになる。このような高額の製作費がかかる

のは，日本以上に多くのスタッフ数と長い時間

を費やしているからである。ディズニーの劇場

アニメ１作品の製作期間は，およそ２～３年で

ある。ディズニーでは，この高額な製作費を回

収するために，作品の寿命を長くし，ビデオ・

DVD やキャラクター商品，テーマパークなど

の二次利用における事業期間を最大限に延ばさ

なければならない。

関東アニメと比べると，ディズニーの第１の

特徴は，劇場アニメが事業の中心になっている

ことである。日本の場合は，テレビアニメで人

気を得た作品が，劇場アニメ化されることが多

い。しかも，テレビアニメの多くはコミックが

原作であるため，コミックでの知名度，さらに

はテレビアニメの視聴率というように，劇場ア

ニメ化に至るまでに事業リスクを削減するス

テップを踏んでいる。一方，劇場アニメがス

タートである米国の場合は，テレビアニメより

も高額な製作費を要し，しかも日本に比べると

不確実性の高いハイリスクな事業構造になって

いる。

ディズニーの第２の特徴は，１社ですべての

事業が完結している点である。劇場アニメや

テーマパーク，キャラクター商品事業は，ディ

ズニーのグループ企業によって展開される。他

方，日本では，資本関係のない個別企業が作品

を軸にチームを組み，事業が展開されている。

しかも，テレビアニメとキャラクター商品事業

は，原作のコミック事業と連動させる必要があ

るため，事業期間がコミックの連載時に限定さ

れてしまう。劇場アニメの原作がコミックでは

なく，１社ですべての事業が完結するディズ

ニーでは，日本と比べて，長期の事業展開が可

能になるのである。

２－４．発見事実

２－４－１．テレビアニメ事業の赤字

関東アニメにおいて，テレビアニメ事業の赤

字は大きな問題となっていた。しかも，同社は

大手企業であるがゆえに他社に比べて製作本数

が多く，赤字の額も大きい。

製作本数が多いということは，直接製作にか

かわるアニメーター，企画や営業を担う社員も

他社に比べて多くの人数を必要とする。同社で

は，契約社員の比率を高める，あるいは製作工

程の主要な部分以外の作業を下請けに出すこと

によって，製作に対する人件費率の低下を図っ

ている。さらに，CG の導入と CG 技術を使え

るアニメーターの育成で，技術的な面でも製作

のコスト削減に努めてきたのである。このよう

なコスト削減の努力によって，同社のテレビア

ニメの製作費が低下していることは事実であ

る。しかしながら，それは赤字の幅が多少小さ

くなったに過ぎず，依然としてテレビアニメ事

業が赤字であることに変わりはない。

２－４－２．二次利用によるライセンス収入

上記のように，国内最大手の製作会社である

関東アニメにおいても，テレビアニメ事業は恒

常的に赤字であり，その原因となっているのは

製作費に占める人件費の大きさである。一方，

この赤字を埋めているのは，ビデオ・DVD 化

やキャラクター商品など作品の二次利用によっ

てもたらされるライセンス収入であった。しか

も，同社における作品の二次利用には，大手企

業の強みを生かした３つの特徴がある。

１つめの特徴は，高視聴率の可能性が高い作

品を原作にできることである。後述するよう

に，二次利用が可能で，しかも二次利用からの

収益が大きいのは，人気コミックを原作にした

作品である。二次利用を大きく分ければ，ビデ

オ・DVD 化とキャラクター商品化である。ま

ず，ビデオ・DVD 化されるか否かは，テレビ

放映時の視聴率で決定される。高視聴率番組で

あるということは，ビデオ・DVD の販売ある

いはレンタルの需要予測ができるため，ビデ
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オ・DVD 化決定の基準になる。キャラクター

商品化に関しては，ビデオ・DVD 化以上に早

い段階で，二次利用の有無は決まる。テレビア

ニメの企画段階では，商品化を行う企業つまり

ライセンシーと，さらにライセンシーのなかに

番組のスポンサー企業を確保していなければな

らない。

これまでにも述べたように，人気コミックが

原作のテレビアニメは，高視聴率になる可能性

が高く，ライセンシーやスポンサーになること

を希望するキャラクター商品企業も多い。した

がって，関東アニメでも，プロデューサーが企

画を立てる際に，人気コミックを原作にするこ

と，かつその作品の著作権をもつマンガ家や出

版社から内諾を得ることが重要なポイントと

なっていた。アニメ事業にとって，人気コミッ

クの映像化権を獲得できるか否かが，テレビア

ニメ事業の明暗を分けるからである。

このような理由から，アニメ業界では，人気

コミックの映像化権獲得競争がし烈になる。そ

こで，大手である関東アニメの強みが発揮され

る。同業他社に比べて，事業の歴史が長くかつ

製作本数も多い同社では，これまでにコミック

を原作にしたテレビアニメ事業の経験あるいは

実績がある。同社は，事業の経験や実績によっ

て，製作技術や事業ノウハウを蓄積し，マンガ

家や出版社，テレビ局，広告代理店，キャラク

ター商品企業といった取引企業（相手）との関

係において，人的なつながりを築いていった。

同社の技術力および取引相手との人間関係は，

人気コミックの映像化権を取得したい多くのア

ニメ製作会社のなかで，同社を有利な立場に導

いている。つまり，他社に比べて人気コミック

のテレビアニメ化の権利を獲得しやすいという

ことが，同社の強みによる第１の特徴である。

２つめの特徴は，自社製作の作品間でリスク

を分散できることである。人気コミックを原作

にした二次利用が可能なテレビアニメでも，そ

のヒットの度合いは作品によって異なる。より

厳密にいえば，人気コミックが原作だからと

いって，テレビアニメ事業が必ずしも成功する

とは限らない。人気コミックを原作にすること

で，事業リスクをある程度削減することはでき

ても，テレビアニメがリスクの大きい事業であ

ることに変わりはない。すべての作品が単独事

業としては赤字であるため，二次利用が成功し

なければ，事業は赤字のままで終わってしま

う。

他社に比べて製作する作品数の多い同社で

は，複数の作品間でリスクを分散している。た

とえば，５つの作品を同時に放映していたとし

よう。それらの作品のなかで，１つでも視聴率

が高く二次利用からのライセンス収入が大きい

作品があれば，他の作品が赤字あるいは収益が

小さくても，収益性の高い１作品で他の作品の

損失をカバーすることができる。つまり，製作

する作品数が多いということは，そこから高視

聴率番組が出てくる可能性が高くなるのであ

る。そのため，製作本数が多いことでテレビア

ニメ事業のリスクを分散している同社では，数

年に一度であってもヒット作品を生み出すこと

で，長期的にみれば，テレビアニメ事業全体と

して収益をあげられるのである。

３つめの特徴は，商品化窓口になれることで

ある。関東アニメは，テレビアニメ事業の経験

や実績により，商品化窓口業務を引き受ける場

合が多い。窓口となった同社は，玩具や文具な

どのキャラクター商品企業に商品化権を付与

し，それらの企業間の事業を調整する。ちなみ

に，同社は，マンガビジネスの商品化協会の運

営にも携わっており，出版社やキャラクター商

品企業に対する信用も厚い。

商品化窓口になるということは，自社にとっ

て有利な条件でテレビアニメ事業を遂行できる

可能性も高くなる。たとえば，同一の商品カテ

ゴリーにおいて商品化を希望する複数企業のな

かで，どの企業に権利を与えるのかを決定す

る，あるいはテレビアニメのストーリー展開と

キャラクター商品の連動についての調整も，商

品化窓口としてのパワーがあるため，自社の事
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業利益を優先させることが可能になるのであ

る。

３．キャラクター商品企業の事例

３－１．キャラクターの分類と本事例の対象

まず，本稿で取り上げるキャラクター商品と

はどのようなものかを明確にするために，キャ

ラクターの分類について説明する。キャラク

ターの種類は大きく６つに分けられる３３）。

①ファンシフル・キャラクター

新聞・雑誌等に掲載される漫画，アニメや

特撮のテレビ番組，映画などに登場する人

物，擬人化された動物，植物，ロボットな

ど。

②オリジナル・キャラクター

内外を問わずグリーティング・カードの絵

柄や各種の商品に使用されている絵柄（多

くは名前がついている），また一般に市販

されている人形やロボット玩具など（平面

に使用する場合は平面化した絵柄），マス

メディアから生まれたものではないキャラ

クター。

③アート・イラストレーション

美術家，イラストレーター等の作品でライ

センス契約によって商品に使用されるも

の。

④商標，マーク，ロゴ

著名な商標，絵柄をあしらったマーク，文

字だけのマーク，ロゴなど，またその組み

あわせで商標登録されていないものでも，

知名度が高く，個人や法人が権利をもつと

みられるもの（これは不当競争防止法や民

法９０７条の不法行為の規定によって保護さ

れる）。

⑤パーソナリティ

実在するプロスポーツ選手，タレント，著

名人等の肖像や氏名。有名な馬，犬，猫な

どの容姿も含まれる（この場合，権利をも

つのは所有者）。

⑥その他

以上の分類には属さないもの。

以上６つの分類の中で，本稿が分析対象とす

るキャラクターは，①ファンシフルキャラク

ターに該当する。さらに限定すれば，本稿では

コミックあるいはアニメに登場するキャラク

ターを対象としており，特撮のテレビ番組や映

画のキャラクターは含んでいない。すなわち，

本稿で取り上げるキャラクター商品とは，コ

ミックとアニメに登場するキャラクターを用い

た商品と定義することができる。

現在，日本国内には多種多様なキャラクター

商品が流通している。経済産業省によると，

２０１０年のキャラクター商品の国内市場規模

は，１兆６，１７０億円である３４）。国内でキャラク

ター商品市場が誕生する契機となったのは，

１９６３年に開始されたテレビアニメの放映であ

る。テレビアニメまたはその原作となるコミッ

クのキャラクターを用いた商品が増加すること

で，キャラクター商品の市場規模は拡大して

いった。

キャラクター商品事業を展開している企業の

業種は，玩具や食品，製菓，アパレル，文具など

日常生活に関わる広い範囲に及ぶ。キャラク

ター商品の購買層が子ども中心であることか

ら，特に玩具と製菓，文具を扱う企業では，

キャラクター商品事業の割合が高くなってい

る。その中でもっともキャラクター商品事業の

比率が高いのは，玩具会社である。したがって，

本稿では，マンガビジネスのキャラクター商品

３３）電通キャラクター・ビジネス研究会編（１９９４），
p．２５。

３４）経済産業省関東経済産業局「コンテンツ２次利
用市場（ライセンス市場）に係る競争環境及び
海外市場動向実態調査」平成２３年度報告書（要
約版）http://www.kanto.meti.go.jp/
kankobutu / data / contents _ kaigaishijyo _
chousa_youyakuban.pdf
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事業の事例として，玩具会社を取り上げる。

３－２．横浜トーイ（仮名）におけるキャラク

ター商品事業の歴史

横浜トーイ（仮名）は，１９５３年に設立３５）され

た大手玩具会社である３６）。同社の事業領域は，

玩具，雑貨，カードゲーム，乳幼児関連商品の

企画，製造および販売である。１９７０年代後半

から，コミックやアニメのキャラクター商品事

業に取り組んできた横浜トーイでは，１９９０年

代後半には，売上高に占めるキャラクター商品

比率が約５０％ までになった。

３－２－１．キャラクター商品事業への参入

横浜トーイのキャラクター商品事業の歴史

は，１９７６年に始まった。他の大手玩具会社で

は，１９６０年代半ばから７０年にかけて，テレビ

アニメとタイアップしたキャラクター商品事業

を開始しており，大手玩具会社の中で，同社が

キャラクター商品事業に参入した時期はどちら

かといえば遅い。

同社のキャラクター商品事業への参入が遅れ

た理由としては，２つの主力商品がロングセ

ラーであったことがあげられる。それらの主力

商品とは，ミニカーを中心にした乗り物シリー

ズと，列車と線路の組み合わせで遊べる玩具で

ある。これらの主力商品はどちらもシリーズ化

されており，次々と商品を買い揃えていく楽し

み，つまりコレクション的要素の強い商品であ

る。この２つの主力商品があるため，同社では

新しい事業に参入するというより，むしろ主力

商品のシリーズ内容を充実させることや，商品

ひとつひとつの完成度を高めることに力を注い

できた。

２つの定番商品を中心に事業展開を進めてき

た同社が，キャラクター商品事業に参入する

きっかけとなったのは，他社が販売するキャラ

クター商品の顧客層が低年齢化し，自社の定番

商品と競合するようになったことである。当

初，戦隊やロボットなど特撮キャラクターが多

かった時期のキャラクター商品のターゲット

は，小学校入学前後の年齢層であった。しか

し，テレビアニメが普及してくると，視聴者は

低年齢層にまで広がり，テレビアニメと同一の

キャラクター商品の顧客層は２歳くらいまで低

下していった。２歳以上という同社の定番商品

の顧客層に，キャラクター商品が参入してきた

のである。そこで同社では，自社のメインの顧

客層を他社に奪われないように，定番商品を維

持しながら，キャラクター商品事業にも参入す

ることにした。

３－２－２．商品開発期間の短縮

キャラクター商品事業を開始した１９７６年以

降，横浜トーイの同事業は順調に進んでいった

わけではない。その原因は，同社の商品づくり

に対するこだわりにあった。多くの場合，キャ

ラクター商品事業は当該キャラクターが登場す

るテレビアニメと同時進行で行われる。テレビ

の放映開始に合わせて商品が発売されなけれ

ば，相乗効果が得られないからである。つま

り，テレビアニメの放映開始時にはキャラク

ター商品が発売できるように，玩具会社は短期

間で商品開発をしなければならないのである。

しかし，長年，定番商品を中心に事業活動を

行ってきた同社では，開発に多くの時間を費や

す商品づくりが定着していた。言い換えれば，

時間をかけて質の高い玩具を作ることが，同社

の強みでもあった。同社は最初のキャラクター

商品事業において，従来の商品づくりを踏襲し

たため，商品の発売までに約８ヶ月を費やして

しまった。キャラクター商品事業の経験が長く

そのノウハウを蓄積している企業では，テレビ

アニメの企画段階から商品の開発に着手し，放

映開始時には商品を発売できる状態にしてお

く。テレビアニメの放映は，高視聴率番組でな

い限り，半年後あるいは遅くとも１年後に最終

回を迎える。番組が１年間放映されたとして

３５）創業は１９２４年。
３６）２０１３年３月末現在，資本金は３４億６,０００万円，

従業員数は５１６名，売上高は１,７９０億円。
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も，キャラクター商品の発売までに８ヶ月もか

かれば，放映終了までの商品販売期間が短いた

め，事業の採算が取れない。

食品や製菓など他の業種に比べると，玩具は

キャラクター商品の開発に時間とコストがかか

る。食品や製菓，文具会社などでは，既存商品

そのものや既存商品を改良したものにキャラク

ターをつければキャラクター商品が完成する。

たとえば，レトルトカレーを扱う食品会社で

は，大人と子どもあるいは辛さの段階に応じて

商品を分類している。したがって，小学校低学

年以下をターゲットにキャラクターのついたレ

トルトカレーを商品化するには，子ども向けあ

るいは辛さの段階がもっとも低い既存商品を改

良すればよい。文具でも，すでに商品として販

売されている学習用ノートに，キャラクターを

つけて販売しているものもある。

一方，玩具では，そのキャラクターをもとに

どのような玩具を作るのかという商品形態の企

画から始めなければならない。言い換えれば，

新商品を開発するのと同じである。商品形態を

決定した後は，製造段階でも金型を作るところ

から始めなければならない。つまり，既存商品

を利用できないことが，玩具会社のキャラク

ター商品事業にコストと時間を要する原因と

なっている。

同社では，この失敗を契機に，商品の開発期

間を短縮することが急務となった。良い商品を

作ることにこだわり，キャラクター商品事業に

不可欠なスピードに関するノウハウがなかった

と，キャラクター事業部長は当時を振り返り

語っている。その後商品開発の期間は少しずつ

短縮されていったものの，同社のキャラクター

商品事業は１９９４年まで軌道に乗らず，試行錯

誤を繰り返すことになる。

３－２－３．キャラクター商品事業の低迷期

１９７６年にキャラクター商品事業に参入した

横浜トーイは，その後１７年間，断続的かつ小

規模な事業展開を続ける。売上高でみると，こ

の１７年間でキャラクター商品事業の規模は４

倍から５倍になった。ただし，事業開始時の規

模が小さかったため，同社の全売上高に占める

比率としては，それほど大きなものにはなって

いない。しかもこの間に，キャラクター商品事

業から撤退した時期も何度かあった。その理由

は，第１に人気キャラクターを商品化する機会

に恵まれなかったこと，第２に商品開発を他社

のように短縮しきれず，既存の玩具づくりの手

法から脱却できなかったからである。

キャラクター商品事業を成功させる基本的な

要因は，そのキャラクターの人気にある。顧客

にとってのキャラクター商品の価値は，その商

品に付加されているキャラクターで決まる。好

きなキャラクターであれば商品価値が高く，興

味のないキャラクターなら商品の価値は低い。

なぜならば，ノートあるいはＴシャツなど商品

の物理的価値よりも，そこに付けられたキャラ

クターの価値に対価を支払うからである。キャ

ラクターの価値よりも物理的価値を優先させる

なら，キャラクターのついていない安価な商品

を購入するはずである。多少高くてもキャラク

ター商品を買う顧客は，キャラクターを買って

いることになる。したがって，キャラクターの

人気が高ければ高いほど，商品の潜在的顧客は

多くなる。

同社が人気キャラクターの商品化権を獲得で

きなかったことに関して，次の２つの理由が考

えられる。１つは，他社に比べてキャラクター

商品事業の開始が遅かったことである。先発の

同業他社は，すでにコミックの編集部やアニメ

製作会社との関係を築いている。一旦取引関係

が成立すれば企業間に人的ネットワークが形成

される。コミックあるいはテレビアニメの版権

窓口の担当者との人的関係から，人気作品を商

品化する際の交渉は新規参入の企業に比べて容

易になる。過去に取引の経験があり，かつその

作品の事業が成功していれば，次作でも同じ企

業とタイアップする方が，両者にとって有益で

ある。このように，企業間のつながりができて

いる状況で，後発企業が人気作品の商品化権を
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獲得することは難しい。

２つめの理由は，同社の保守性である。前述

のように，同社には２つの主力商品がある。し

かもそれらの商品は，時代の流行に影響を受け

ることなく安定した収益をもたらす。主力商品

があることで，同社は新しい事業に積極的に取

り組む姿勢をもたなかった。商品開発の短縮化

の必要性を感じながらも，主力商品の事業が順

調であったため，社内には危機感や新規事業に

対する強い意欲が芽生えていなかったのであ

る。仮に，同社の主力商品の業績が低迷あるい

は悪化していれば，人気作品の商品化権獲得に

もっと意欲的であったはずである。商品開発の

短縮化が進まなかったのも，同社の保守性に要

因がある。主力商品によって，丁寧でまじめな

玩具づくりという企業イメージが定着し，社内

でも質の高い商品を作ることが社員の誇りにも

なっていた。時間をかけて丁寧に玩具を作って

いくという手法は，時間的な制約のあるキャラ

クター商品事業にとって有効ではない。キャラ

クター商品事業の成功にとって重要なことは，

テレビアニメ事業との連携であり，特に時間的

な同時性が不可欠だと考えられている。事業展

開のタイミングを合わせることこそが，キャラ

クター商品事業の最重要課題である。つまり，

同社の玩具づくりが，キャラクター商品事業に

不可欠なスピード性をもたなかった点が，１７

年間，同社のキャラクター商品事業を低迷させ

てきた原因と考えられる。

３－２－４．キャラクター商品事業の本格化

１９７６年から１９９３年までの１７年間，キャラ

クター商品事業の低迷期を過ごした横浜トーイ

は，１９９４年，キャラクター商品事業の本格的

展開に着手する。当時，少年コミック雑誌で人

気が高かった作品の商品化が，同社のキャラク

ター商品事業に対する意識を変えた。作品を掲

載していたのは，国内最多の販売部数をもつ少

年コミック雑誌であった。多くの人気作品の輩

出によってこのコミック雑誌に蓄積されていた

マンガビジネスのノウハウを，横浜トーイは

キャラクター商品事業を通じて学習したと考え

られる。同社は第１作に引き続き，１９９５年，

同コミック雑誌からの第２作目となる作品の商

品化を行う。同年，横浜トーイはキャラクター

事業部を設立し，キャラクター商品事業に関す

るすべての業務を一元化していく。

キャラクター事業部を設立して以降，同社は

テレビアニメ事業の企画段階から参加し，アニ

メ製作会社との連携を強化するようになる。

１９９０年代後半には，テレビアニメのスポン

サーになる大手キャラクター商品企業が，テレ

ビアニメの企画段階から参加することは一般的

になった。大手企業のなかには，テレビアニメ

の作品内容に関与する企業もある。たとえば，

クリスマスや新入学シーズンのように，子ども

向け商品の販売が増加する時期に新商品を市場

へ投入するには，その少し前にテレビアニメで

新しいキャラクターを登場させて，子どもたち

の購買意欲を掻き立てることが必要である。ア

ニメ製作会社やコミック編集部に対し強力なパ

ワーをもつ大手玩具会社では，自社の販売戦略

に合わせてテレビアニメのストーリーを変更さ

せることもある。

ただし，横浜トーイでは，テレビアニメに対

しそこまでの関与はしていない。同社では，番

組の企画に参加し，どのようなストーリーを展

開するのかという情報をもとに，自社商品の企

画・開発の構想を練る。このように，番組企画

の初期段階からテレビアニメ事業との連携を図

ることで，同社の命題となっていた商品開発か

ら製造までの時間短縮が達成された。通常，テ

レビアニメの製作期間とキャラクター玩具の製

造期間は，どちらも約３ヶ月と考えられてい

る。テレビアニメの企画段階に自社商品の開発

を行い，映像製作が始まる頃には商品の製造段

階に入れるように，商品開発の時期を前倒しす

ることで，テレビアニメ製作と歩調を合わせる

ことができたのである。

３－２－５．他事業との連携強化

１９９４年に少年コミックの人気キャラクター
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を商品化して以降，１９９５年のキャラクター事

業部設立，第２作目のキャラクター商品事業の

成功と，キャラクター商品事業が軌道に乗り始

めた横浜トーイは，次々とコミック原作のキャ

ラクターを商品化していく。１９９５年には，合

計４つのキャラクターを商品化し，収益も順調

に伸びていった。

キャラクター商品事業の期間あるいは手がけ

るキャラクター数の増加に連れて，同社のコ

ミック編集部やアニメ製作会社とのつながりが

強化されていった。同じ編集部やアニメ製作会

社とチームを組む機会が増えてくれば，そこに

企業間のネットワークおよび人的なつながりが

できてくる。コミックやアニメ事業とつながり

ができたことで，同社は人気コミック雑誌か

ら，複数のキャラクターの商品化権を獲得し，

事業の規模も大きくなっていった。

さらに，同社は大手企業であるため，テレビ

アニメやコミック雑誌に CM や広告を出せる

資本力をもっている。コミック事業やテレビア

ニメ事業にとって，商品化のライセンス料を支

払うだけのキャラクター商品企業と比べれば，

スポンサーになってくれる企業の存在価値は大

きい。特に，単独では赤字であるテレビアニメ

事業にとって，スポンサーがいなければ番組そ

のものが成立しなくなる。スポンサー企業のな

かでも，多くの CM 枠を長期に渡って埋める

ことができる大企業は，重要な存在である。

CM 枠は１単位１５秒で販売される。１社あ

たりの CM 枠は，１５秒と３０秒，６０秒の３種

類に分けられる。３０分番組が一般的であるテ

レビアニメでは，番組の前後と途中１回～２回

の合計３回もしくは４回の CM 時間がある。

この時間が上記の３種類のいずれかの CM 枠

に分けられ，企業に販売されているのである。

企業は，この CM 枠をすべて買うこともでき

るが，通常は複数の企業によって購入されてい

る。ただし，大手企業やその番組キャラクター

の商品に力を入れている企業では，CM 枠を複

数買う。たとえば，番組の最初と最後の枠を

買ったり，１５秒枠を ４ つ買い一度に６０秒の

長い CM を流すこともある。１番組あたりに複

数の CM 枠を買っている企業は，番組の最初

あるいは最後に流される「提供は○○社でし

た」というナレーションで企業名が呼ばれる。

他方，１５秒もしくは３０秒の CM 枠しかもって

いない企業の場合，「ご覧の各社の提供でお送

りしました」というナレーションとともに画面

に複数の企業名が出され，個別の企業名は呼ば

れない。

横浜トーイは，他事業のスポンサーとしての

役割の大きさから，大手出版社とのパイプも太

くなり，人気コミックのキャラクター商品化の

数も徐々に増えていった。その中で，２０１３年

現在も事業が継続されているある人気キャラク

ターは，国内はもとより米国やヨーロッパ，東

南アジアでの人気も高く，１９９８年には，同

キャラクターの商品販売額が全売上高の５０％

弱を占めるまでになった。このキャラクターの

売上比率がこれほど高いのは，文具やアパレ

ル，日用品など玩具以外の商品化権も獲得した

からである。玩具以外の商品化権をもてたの

は，同キャラクターのアニメ番組で６０秒枠の

スポンサーになったためで，多額の番組提供料

（スポンサー料）のリスクに対し版権元の企業

から複数の権利を与えられたのである。同作品

のテレビアニメに対して，横浜トーイは月額１

億円近い番組提供料を支払っていた。

しかし，国内外で人気の高いこのキャラク

ターは，当初それほど成功するとは考えられて

いなかった。実際に，事業を開始した１９９５年

当時は，テレビアニメも平均的な視聴率で，

キャラクター商品の業績もさほど良くはなかっ

た。このキャラクターはゲーム・ソフトから誕

生し，その後コミック雑誌とテレビアニメでの

事業が開始され，それにキャラクター商品事業

が連動することになる。同社がこのキャラク

ターの商品化を開始した１９９５年は，さほど目

立った人気がなかったものの，徐々に人気が出

はじめていく。
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同キャラクターの著しい人気の伸びは，１９９７

年夏に起こったテレビアニメの映像事故がきっ

かけとなった。その事故とは，映像効果として

用いられた画面の激しい色の変化によって，テ

レビを観ていた多くの子どもたちが気分を悪く

し，病院にかつぎこまれたというものであっ

た。この事故はマスコミでも頻繁に取り上げら

れ，テレビ局が番組の放映を中止するという自

粛策をとる。しかし，マイナス要因と思われた

この事故が，結果的に功を奏した。放映中止で

テレビアニメが観られなくなった子どもたちは

飢餓状態に陥り，テレビ局には番組再開を希望

する趣旨の投書が殺到した。一方，作品を知ら

なかった大人にとっても，マスコミ報道で認知

されるようになるなど，作品イメージにマイナ

スと考えられていた事故は，思いも寄らない結

果をもたらすことになる。テレビの放映再開に

合わせた劇場映画の公開も後押しし，今日のよ

うな爆発的人気キャラクターに成長していっ

た。

横浜トーイでは，この作品を連載したコミッ

ク雑誌編集部がある出版社とのつながりで，商

品化権を獲得するに至った。その出版社には，

社内の全コミック雑誌の連載作品に関する商品

化権の窓口業務を行う子会社がある。その後，

この子会社とのつながりから，同作品の主要な

スポンサーとして，複数の商品化だけではなく

劇場映画への資本参加などあらゆる方面で作品

に関与することになった。

さらに，海外でのキャラクター商品事業にお

いては，米国の大手玩具会社と提携を結び，欧

米では自社商品の販売を相手企業に委託するこ

とになった。一方，その米国企業の商品は，日

本国内での販売を横浜トーイが委託されること

になった。国内だけでなく，外国企業ともキャ

ラクター商品事業の連携が図られることにな

り，事業規模は国際市場も含めて広がっていっ

た。

以上のように，横浜トーイは同業他社に比べ

て事業開始が後発であったこと，ものづくりへ

のこだわりから開発期間の短縮が進まなかった

ことから，キャラクター商品事業が軌道に乗る

までに長い年月を費やしてきた。同社は，キャ

ラクター商品事業における試行錯誤を繰り返し

ながら，事業のノウハウを蓄積し事業規模を拡

大していった。

３－３．発見事実

３－３－１．商品開発から発売までの期間

前述のように，横浜トーイを設立当初から支

えてきたのは，ミニカーと列車のシリーズ玩

具，いわゆる２つの定番商品であった。定番商

品は，発売当初より長期に連続性をもたせる玩

具として考案され，実際に，４０年，５０年とロ

ングセラー商品になり，顧客１人当たりの購買

行動も連続性をもつ商品となっていった。主力

商品が長期にわたるシリーズ商品であったた

め，同社は開発に時間をかけて，質の高い商品

を作ることを目指してこられたのである。

一方，キャラクター商品はテレビアニメとの

連携を必要とする商品であるため，番組の放映

中という限られた期間内に，事業が完結しなけ

ればならない。１つのキャラクター商品の寿命

は，テレビや雑誌というマスメディアに登場し

ている間に限定される。したがって，定番商品

や他の玩具に比べると，短期間で事業を立ち上

げ，集中的に販売活動をしなければ，投資した

コストを回収し収益をあげることはできない。

人気作品になればテレビアニメの放映も延長さ

れ，商品の販売期間も長くなるため，それだけ

事業のリスクは低下する。しかし，事業を開始

する時点では作品の人気，言い換えれば放映期

間の予測はできないので，最短の放映期間を想

定して事業計画を立てなければならない。もち

ろん，コミック原作のキャラクターの場合，オ

リジナルのキャラクターに比べれば事前の認知

度が高いため不確実性は低くなるが，テレビア

ニメ化される作品だけに限っていえば，その中

で放映が延長されるほど高視聴率を維持する作

品はごく一握りとなる。したがって，事業のス

経 済 学 研 究392246（ ） ６３－２

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／１６　２２９～２５８　岡田様  2014.01.16 16.00.41  Page 246 



ピードが要求されるのである。

横浜トーイの歴史にもあったように，キャラ

クター商品事業とそれ以外の玩具事業を比べれ

ば，キャラクター商品事業の第１の特徴は，事

業の期間が短いことである。同社のキャラク

ター商品事業が軌道に乗るまでの命題であった

開発から販売までの期間短縮が，キャラクター

商品事業における成功の鍵を握っているといえ

る。

３－３－２．他のマンガビジネスとの連携

キャラクター商品事業の第２の特徴は，コ

ミックやアニメ事業との連携である。同社の定

番商品がそうであるように，通常は事業が １

社内で完結される。もちろん，玩具の原材料調

達や商品の流通などで，他企業との連携は必要

とされるが，キャラクター商品事業の場合は，

キャラクターというもっとも根源的な素材を他

企業に依存している。

前述したように，キャラクター商品の価値は

当該キャラクターの人気で決まる。玩具自体の

性能やそこから得られる効用が商品のすべての

価値である定番商品とは異なり，キャラクター

商品では，どのようなキャラクターが付加され

ているかに顧客は注目し購買決定をする。極論

すれば，商品のつくりが多少雑であっても人気

のあるキャラクターが付いている商品と，商品

の質が高くてもキャラクターの魅力がない商品

を比べれば，多くの顧客は前者を選ぶ。

要するに，商品の価値を左右するキャラク

ターの選択は，その事業の成否を決定づけるほ

ど重要な意思決定となる。そこで，玩具会社を

はじめとする多くのキャラクター商品企業で

は，コミックの人気作品あるいはそこからテレ

ビアニメ化される作品のキャラクター商品化権

を獲得することにしのぎを削る。商品化権の窓

口となるのは，大手アニメ製作会社あるいは出

版社の版権部等であり，これらの企業から許諾

を得る必要がある。日本では，キャラクター商

品化に関する契約は１業種１社が原則となって

いるため，人気キャラクターをめぐる同業種内

での商品化権の獲得競争は激しい。

商品化権を獲得した後も，どのような商品を

開発するのかはテレビアニメの作品内容に合わ

せ，その後は放映開始時に商品が発売できるよ

うに生産を急がねばならない。テレビアニメの

番組製作期間は通常３ヶ月であり，この間に商

品を完成させるために，キャラクター商品企業

はアニメ製作会社との関係を密にしていく。

さらには，テレビアニメの原作であるコミッ

クの編集部との関係も重要である。商品の販売

期間が短いことから，商品の販売促進のための

広告も集中的に行わなければならない。テレビ

アニメのスポンサーになりテレビ CM を流す

一方で，原作コミックが連載されている雑誌に

も商品の広告を掲載する。商品のキャラクター

が登場するテレビと雑誌での広告活動，さらに

は商品そのものの販売促進として，全国の玩具

小売店やデパートなどでのイベント活動を行

う。この際にも，原作のコミックとアニメ事業

に関連する企業との連携を図る。

以上のように，キャラクター商品事業におい

ては，そのキャラクターの商品化権を獲得する

段階から，商品の開発・生産，販売促進活動ま

で，事業全体にマンガビジネスの他事業との連

携を図っていかなければならない。

３－３－３．事業の収益性

キャラクター商品事業の収益性を一言で表現

すれば，ハイリスク・ハイリターン事業であ

る。キャラクター商品事業がハイリスク・ハイ

リターンとなるのは，キャラクターの人気への

依存度が高いこと，事業が遂行される期間が限

定的であることに原因がある。

まず，商品の素材となるキャラクターの人気

が高い場合，他の玩具事業では達成できないほ

ど高収益をもたらす。横浜トーイの例でいえ

ば，１９９５年以降商品化している１つの人気

キャラクターの売上高が，同社の全売上高の

５０％ 弱を占めるという主力商品となってい

た。このキャラクターのアイテム数は，同社の

商品アイテム全体からすればごく少数である。
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このことは，１アイテム当たりの販売個数が多

いことを意味する。アイテム数当たりの販売個

数が多いということは，原価率が下がっている

ことになる。１つの商品の販売個数が多くなる

ほどその商品の原価率は下がり，それに比例し

て利益率は高くなっていく。したがって，販売

期間が同じであれば，人気の高いキャラクター

ほど収益性も高くなる。キャラクターの人気が

収益性を左右するキャラクター商品事業は，ハ

イリスク・ハイリターンという不確実性の高い

事業といえる。

もう１つの原因は，限定的な事業期間であ

る。キャラクター商品事業は，商品の販売期間

がテレビ放映期間に限定される。しかも，この

期間を決定するのはテレビアニメ事業であり，

さらに遡ればテレビアニメの視聴者である。

キャラクター商品の潜在的顧客でもあるテレビ

アニメの視聴者やコミックの読者が，その作品

に興味を示さなければ，当然商品も売れない。

テレビアニメの放映終了は，キャラクター商品

の賞味期限が切れるようなものである。このよ

うに，キャラクター商品企業の意思とは無関係

に事業の期間を決められてしまうため，商品の

在庫がいくら残っていても，テレビアニメの終

了と同時に事業そのものも終了しなければなら

ないのである。

一方，定番商品あるいは他の玩具事業では，

事業に対する投資を回収するのに要する期間，

つまり事業期間は企業で任意に設定できる。当

該玩具が社会的に問題とされるような事故を起

こさない限り，販売を中止する必要はない。販

売が不調であっても，生産を中止して残った在

庫がある程度片付くまでは販売活動を続けるこ

とができる。

事業からいつ撤退するかを企業自身が決定で

きる一般玩具事業に対し，キャラクター商品事

業では他企業の決定に従い事業を終了しなけれ

ばならないため，投資リスクが大きくなる。投

資を回収できていなくても，テレビアニメに連

動して強制的に事業を終了しなければならない

点が，事業に失敗したときのリスクを大きくし

ている。

このように，キャラクター商品事業では，そ

のキャラクターの人気が高ければ商品の販売個

数の増加に比例して収益性が高くなる。また，

キャラクターの人気が高いということは，事業

期間を長くし，追加的な利益を長期にわたって

享受できる。一方，キャラクターの人気が低け

れば，商品の販売業績も伸びず原価率が高くな

る上に，テレビ放映の終了までに事業期間が限

定されるため，投資を回収できないこともあ

る。つまり，キャラクター商品事業は成功すれ

ば通常の事業よりも高収益になり，失敗すれば

大きな損失を被ることになるハイリスク・ハイ

リターンな事業なのである。

３－３－４．キャラクター商品事業のメリット

とデメリット

横浜トーイにとって，キャラクター商品事業

は２つのメリットをもたらした。第１のメリッ

トは，商品を販売するまでの期間を短縮できた

ことである。前述のように，同社は商品開発に

長い時間をかけ質の高い玩具づくりを行ってき

た。これにより，顧客の信頼が高い定番商品を

生み出したことは間違いない。しかし，キャラ

クター商品事業開始以降，同社の目標は商品の

開発期間を短縮することに向けられ，長い年月

はかかったものの商品販売までのスピード化に

成功した。そして，この商品開発の短縮化は，

同社のキャラクター商品以外の事業にも波及し

ていった。キャラクター商品事業におけるス

ピード化の学習効果が，全社的に移転され，す

べての事業の開発期間が短縮されたのである。

もちろん，定番のシリーズ商品においても開発

のスピード化は進んでいる。

キャラクター商品事業がもたらした第２のメ

リットは，同社の業績向上である。同社のキャ

ラクター事業部長によると，前述の人気キャラ

クターの販売が好調となった１９９７年夏からの

２年半で業績は急成長し，同社の株式は店頭公

開から東京証券取引所一部へ上場することがで
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きた。１９９８年３月期の決算では，同キャラク

ター商品の売上高比率が５０％ 弱を占めていた

ことからも，キャラクター商品事業が業績向上

に貢献したことがわかる。

他方，キャラクター商品事業によるデメリッ

トも２つある。第１のデメリットは，社内にお

ける商品づくりへのこだわりが希薄になったこ

とである。これまでに述べたように，キャラク

ター商品事業参入以前，同社の商品づくりは時

間をかけて丁寧に行われてきた。しかし，キャ

ラクター商品事業によって商品化のスピード

アップが図られたため，時間削減のしわ寄せは

商品の質にあらわれた。キャラクター商品以外

の事業においても，スピード化が促進されたこ

とから，以前のように時間をかけて丁寧に商品

をつくるということが難しくなったという。こ

れは，商品化の期間短縮というメリットの裏返

しであり，同社の抱えるもっとも大きなジレン

マであった。

キャラクター商品事業の第２のデメリット

は，番組提供料という大きなコストである。同

社は２０００年時点で，９つのテレビアニメ番組

のスポンサーとなっていた。１週間に放映され

ている全アニメ番組は４７作品あり，同社は全

体の約２割の番組に提供料を支払っていたこと

になる。同年に，４７作品中２０作品のスポン

サーになっていた企業も玩具会社である。

他のマンガビジネスの事業と比べると，番組

スポンサーとしての広告費の負担が大きいこと

がキャラクター商品事業の特徴である。キャラ

クター以外の一般玩具の場合は，玩具店あるい

はデパートなどの小売店に自社商品のコーナー

をもたせてもらうための販売促進費がかかる。

たとえば，店頭でのイベントやキャンペーンの

費用がこれに相当する。一方，キャラクター商

品では，一旦キャラクターの人気が出れば，小

売店側が商品の発注をしてくるため，販売促進

費はかからない。その代わり，人気キャラク

ターの商品化権を獲得するためにかかる番組提

供料は，小売店に対する販売促進費に比べると

高額であり，経営を圧迫している。

つまり，キャラクター商品事業を成功させよ

うとすれば，番組提供料は削減できない必要経

費であるが，そのコストは他事業に比べて大き

い。しかも，莫大な番組提供料を支払っても，

必ずしも事業が成功するとは限らないため，

キャラクター商品事業は賭博性の高い事業とい

える。同社のキャラクター事業部長は，「キャ

ラクタービジネスは一種のギャンブルですよ。

大きく勝つためには，大きく張らなければなら

ない。一度当たれば，それを維持したいし，

もっと大きく勝ちたくなる。社内では（キャラ

クター商品事業を）麻薬だっていっています

よ」と語っている３７）。キャラクター商品事業を

成功させるには，同業他社と商品化権をめぐる

競争に勝たねばならず，そのためには他社より

も多くのスポンサー枠を買い，テレビアニメ事

業を支えることが条件になる。同社では，番組

提供料以外にも，自社が扱うキャラクターの劇

場アニメへ資本参加している。複数の企業で出

資する際も，他社よりも出資比率を大きくする

ことで，アニメ製作会社あるいは著作権の窓口

企業との関係を保てる。このように，その事業

から収益を得るためには，多額のコストを必要

とする点がキャラクター商品事業のデメリット

である。

４．マンガのビジネスシステム

本節では，第２節および第３節の事例をもと

に，マンガビジネス全体をつなぐビジネスシス

テムの考察を行う。マンガビジネスは，主にコ

ミック（出版）とアニメ（映像），キャラク

ター商品の３つの事業から構成される。これら

３つの事業の関係は，コミックのビジネスシス

テムによって生み出された人気コミックを素材

に，テレビアニメやキャラクター商品，さらに

３７）２０００年４月５日に実施したインタビュー調査よ
り。
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劇場アニメへと事業が展開されている。人気の

高いコミック作品を軸にして，３つの事業に関

わるすべての企業は事業継続期間中チームを組

む。

チームを組む理由は，マンガ産業の構造的問

題およびリスクの削減にあった。まず構造的問

題とは，テレビアニメが単独では赤字事業とい

うことである。テレビアニメ事業の大まかな収

支は，テレビ局から支払われる放映料（収入）

と製作費（支出）である。日本のテレビアニメ

の３０分番組１本あたりの放映料は約９００万

円，これに対して製作費は約１,２００万円かかっ

ていた。製作費の６割から８割は人件費であ

り，コストの削減は難しい。この収支で計算す

れば，映像製作会社は，１作品あたり毎週３００

万円，月にして１,２００万円，１年では１．５億円

もの赤字を出すことになる。しかし一方で，テ

レビアニメは３つの事業のなかで，もっとも高

い広告効果をもっている。コミックやキャラク

ター商品と違い，テレビアニメは対価を支払う

ことなく，自宅に居ながら視聴できる。テレビ

という露出度の高いメディアでアニメが放映さ

れることは，同作品のコミックやキャラクター

商品にとって広告効果を発揮しているのであ

る。

つまり，テレビアニメは赤字事業であるとい

う制約をもつ一方で，他の事業に不可欠な広告

効果という強みをもっている。テレビアニメの

広告効果は，特にキャラクター商品の事業成果

に影響する。日本では，放映されるテレビアニ

メと同じ作品のキャラクター商品を製造・販売

する企業が，番組のスポンサーになることが多

い。番組と商品 CM の内容が連動するため，

視聴者は購買意欲を刺激されるからである。実

際に，番組の視聴率とキャラクター商品の売り

上げは，正比例の関係にある。キャラクター商

品企業は，テレビ局に番組の放映料となる番組

提供料を支払い，映像製作会社と出版社，マン

ガ家など作品の著作権をもつ権利者にライセン

ス料（商品化権料）を支払う。テレビアニメの

赤字は，このライセンス料で埋められる。した

がって，キャラクター商品企業は，赤字のテレ

ビアニメ事業を番組提供料とライセンス料で支

え，テレビアニメの広告効果を享受する仕組み

になっている。

マンガビジネスの核となるコミック事業に

とっても，テレビアニメの広告効果は無視でき

ない。テレビアニメを観て，その作品が連載さ

れているコミック雑誌あるいは単行本を買う視

聴者がいるからである。もちろん，コミック雑

誌の読者がテレビアニメの視聴者になるという

逆のパターンも多い。人気コミックを素材にし

たテレビアニメが多いのは，読者数から視聴率

が予測しやすく安定性があるからである。

このように作品チームを組み，３つの事業を

同時に展開することで，それぞれの事業がもつ

強みや制約を相互に補完し，結果的には事業間

に相乗効果をもたらす。これがマンガのビジネ

スシステムの機能である。以下では，マンガビ

ジネスの相互依存関係と，そこに生まれる相乗

効果を詳しく考察していく。

４－１．素材としてのコミックの有効性

コミック事業では，多くの新人マンガ家の発

掘・育成および人気投票をもとにした競争に

よって，良質の作品を輩出している。これらの

作品は，一方でコミックとしての商品価値をも

ちながら，他方でアニメやキャラクター商品な

ど後発事業の素材として二次利用されている。

アニメやキャラクター商品という後発事業に

とって，コミックを素材にすることの有効性は

２つある。第１は事業リスクの削減であり，第

２の有効性は事業コストの削減である。

４－１－１．事業リスクの削減

コミックを素材に事業を展開する第１の有効

性は，事業リスクの削減である。以下では，後

発のテレビアニメ事業にとって，どのような仕

組みで事業リスクの削減が可能になっているの

かを考察する。
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①スポンサーに対する説得力

事例からも明らかなように，テレビアニメの

企画段階では，スポンサーを確保できるか否か

が重要であった。テレビアニメ事業は，単独で

は赤字事業である。しかし，一方では，キャラ

クター商品事業やコミック事業になくてはなら

ない広告効果を発揮する役割を担う。これは，

本稿のもっとも重要かつ興味深い発見事実であ

る。赤字事業であるにも関わらず，その広告効

果によって，テレビアニメ事業はマンガビジネ

スの発展に大きく貢献している。

このテレビアニメの広告効果を最大に享受す

るのが，キャラクター商品事業である。テレビ

アニメ事業にとっても，キャラクター商品事業

が成立しなければ，番組の放映は実現されな

い。したがって，テレビアニメ事業とキャラク

ター商品事業の関係は，３つの事業間の関係の

なかで，もっとも相互の依存度が高い。

具体的には，キャラクター商品企業は，テレ

ビアニメ事業を２つの役割で支えている。１つ

めはスポンサーとして，もう１つはライセン

シーとしてである。

民間放送局（民放）のテレビ番組は，スポン

サーが支払う番組提供料がなければ，番組が成

立しない。番組提供料の使途は，主に映像製作

費と電波料である。つまり，スポンサーが確保

できなければ，番組製作さえできないことにな

る。テレビ放映されても単独での赤字は必至と

なるテレビアニメ事業は，リスクの高い事業で

あるため，少なくともスポンサーの内諾が取れ

ていなければ，番組の企画が通らない。スポン

サーを確保することが，番組の企画成立の第１

条件である。

スポンサー企業としては，支払った番組提供

料に見合う広告効果を得られなければ，高額の

費用を負担する意味がない。そこで，スポン

サー企業が番組提供の決定を下す際に，広告効

果が得られるか否かの判断基準となるのは，原

作がコミックであること，さらにそのコミック

が人気投票で高い支持を集めていることであ

る。コミックでの認知度がテレビアニメの視聴

率を高くし，それが広告効果を高めることに

よって，スポンサー企業のキャラクター商品の

販売を促進するからである。このように，コ

ミックが原作であることは，スポンサー企業が

番組提供を決定する際の説得力をもっているの

である。

②視聴率の予測可能性

テレビアニメ事業は，単独としては赤字覚悟

で事業がはじめられるものの，その赤字を埋め

るためには，キャラクター商品やビデオ・

DVD 化といった二次利用のライセンス収入が

見込めなければならない。つまり，赤字である

ことを前提に事業をはじめるため，二次利用か

らの収入がある程度予測できる作品でなけれ

ば，テレビアニメの企画は成立しないのであ

る。二次利用のライセンス収入が赤字を埋めら

れるか否かを判断する際に，１つの基準となる

のはテレビアニメの視聴率予測である。

視聴率予測は，アニメ製作会社だけでなく，

広告代理店やテレビ局，スポンサー企業を含む

キャラクター商品企業など二次利用に関与する

すべての利害関係者の意思決定に影響を与え

る。事業の成否は，その作品のあるいはその

キャラクターの認知度によってある程度の予測

が可能であり，その予測が具体的数値によって

あらわされる視聴率は，事業リスクの判断基準

となるからである。

テレビ番組の業績は視聴率で測定される。高

い視聴率を獲得できるかどうかは，アニメ以外

のテレビ番組では，出演者の人気度が視聴率を

左右する。したがって，高視聴率確保のため

に，番組では出演者に人気の高いタレントや俳

優を起用することが多い。

アニメ番組の場合，コミックの人気作品を原

作にすることが，高視聴率獲得のための番組企

画の条件である。人気コミックを原作にした番

組が高視聴率を獲得できるということは，テレ

ビアニメの歴史において実証されている。コ

ミックの人気によって視聴者にすでに認知され
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ている作品は，ある程度視聴率を獲得できると

いう予測が可能になり，視聴率の予測が可能で

あることは，前述のスポンサー確保に加えて，

ビデオ・DVD やキャラクター商品の販売予測

など，テレビアニメの利害関係者が事業に参加

する際のリスク判断にプラスの影響を及ぼして

いるのである。

４－１－２．事業コストの削減

以下では，人気コミックを素材にすること

が，テレビアニメおよびキャラクター商品事業

のコスト削減にどのように貢献しているのか

を，①企画・開発コスト，②競争コスト，③販

売コストの観点から考察する。

① 企画・開発コストの削減

まず，テレビアニメの企画において，コミッ

クの原作は企画コストを削減している。現在で

は，テレビアニメの原作はコミックが主流と

なっている。しかし，テレビアニメには，コ

ミック原作以外にも，童話や児童小説の原作，

オリジナルストーリーの作品もある。特にオリ

ジナル作品の場合は，キャラクターの設定から

ストーリーの脚本まですべてを最初から創作し

なければならない。

この作業の前段階には，対象となる視聴者層

のマーケティング調査も必要である。コミック

原作の場合も，マーケティング調査は行われて

いるが，コミックの人気という信頼性の高い

データがあるため，オリジナル作品に比べると

比較的簡単な調査で済まされる。

つまり，コミック原作のテレビアニメは，企

画段階ですでにキャラクターが設定されてお

り，ストーリー展開もコミックのストーリーと

ほぼ同じか，もしくは新しくストーリーを書き

下ろす場合も原作から大幅に変更できないとい

う制約があるため，多くの時間やエネルギーを

必要としない。要するにコミック原作のテレビ

アニメは，コミックの二次利用であるという理

由で，オリジナルアニメに比べて企画コストを

削減できるのである。

次は，キャラクター商品事業にとってのコス

ト削減である。コミックとそれを原作にしたテ

レビアニメのキャラクターを用いて商品事業を

行うことは，商品の開発コストを大幅に削減で

きる。

横浜トーイの事例では，キャラクター商品と

オリジナルの一般玩具における開発コストに違

いがあった。一般玩具は，オリジナルのテレビ

アニメと同様に，商品の企画・開発に多くの時

間を要する。まず，対象年齢の設定からはじま

り，その年齢層の嗜好に関するマーケティング

調査，さらには，同業他社の売れ筋商品の分析

など商品開発に時間とエネルギーを注がなけれ

ばならない。一方，コミックやアニメのキャラ

クターを利用すれば，これらの開発コストが最

小限に抑えられることに加えて，キャラクター

による差別化ができるため，他社との競争が一

般玩具よりも緩やかになる。

②競争コストの削減

アニメ以外の番組と同様に，テレビアニメ事

業の競争の指標は視聴率である。同一時間帯に

放映されている，あるいは同一期間に放映され

ているアニメ番組と比べて，視聴率が高ければ

勝ちである。視聴率の予測可能性による事業リ

スクの削減でも述べたように，人気コミックを

原作にしたテレビアニメは作品の認知度が高い

ため，高視聴率番組になる可能性が高い。した

がって，番組宣伝の CM など，視聴率を上げ

るためのコストをかけなくても，原作のコミッ

ク自体が番組の宣伝になるのである。

キャラクター商品事業にとっての競争コスト

の削減は，日本のマンガビジネスにおけるライ

センス契約のルールによってもたらさられる。

一般玩具の場合は，対象年齢の同一カテゴ

リーにある商品間の競争がある。消費者は，効

用が類似する数種類の玩具から１つの商品を選

択する。たとえば，乗り物の玩具を購入しよう

と考えた時，複数の玩具会社が出す数種類の似

たような商品が選択肢となる。しかし，キャラ

クター商品の場合には，消費者はそのキャラク

ターの価値によって購買を決定するため，一般
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玩具のように数社の商品に対する比較行動は起

こりにくい。しかも，日本では，１つの商品カ

テゴリーでのライセンス契約は，１キャラク

ター１社が暗黙のルールとなっているため，

キャラクター商品市場での同業他社との競争が

し烈ではない。

したがって，キャラクター商品企業では，他

社との人気キャラクターの商品化権獲得競争に

さえ勝てば，その後の市場における競争コスト

を削減することができるのである。

③ 販売コストの削減

テレビアニメ事業にとっての販売コストと

は，スポンサー企業を獲得するためにかかる費

用である。原作がないオリジナルのアニメであ

れば，スポンサー候補になりそうな企業に対

し，企画の意図や作品のストーリー展開，ター

ゲットとなる視聴者層など，詳細な説明をしな

ければならない。そのような努力をしても商談

が成立しなければ，別の企業に同様の説明を繰

り返さなければならない。一方，企画コストの

削減でも述べたように，原作が人気コミックで

あれば，スポンサーに対する説得力が高いた

め，販売コストは削減される。つまり，人気コ

ミックを原作にすることで，スポンサー確保の

ために必要とされる労力と時間を大幅に減らせ

るのである．

キャラクター商品企業にとって，人気コミッ

クとそのテレビアニメのキャラクターを商品化

するためには，番組スポンサーとしての提供料

やライセンス料といった高額なコスト支出は避

けられない。しかし，これらの支出は商品の広

告費として，莫大な支出に見合うだけの利益を

もたらすため，コストパフォーマンスの点では

合理性をもっている。横浜トーイの事例にも

あったように，大きな利益を期待するなら大き

な投資をしなければならないという賭博性の高

い事業ゆえの宿命である。

他方，一般玩具に必要不可欠とされる商品の

販売促進費が，キャラクター商品にはほとんど

必要とされない。一般玩具は，店頭に商品を陳

列することによって，消費者に認知される。た

だし，店頭の陳列スペースには限りがあり，玩

具会社は，自社商品を少しでも多く陳列しても

らうために，販売促進費を負担している。横浜

トーイの例では，店頭での商品キャンペーンな

どの催事に，販売促進費をかけ社員を派遣して

いた。また，玩具店の開店や改装時には，玩具

店との良好な関係を維持するために協賛金など

の費用を負担することも珍しくない。

キャラクター商品，特に人気コミックから派

生したキャラクター商品に関しては，玩具店側

から商品の陳列スペースを用意され，それらの

販売に対してかかる費用はほとんどない。玩具

店からすれば，人気コミックあるいはアニメの

キャラクター商品は，販売努力をしなくても高

い売上が期待できる。しかも，それらのキャラ

クター商品を購入する消費者が，追加的に他の

商品も購入する可能性があり，キャラクター商

品は商品としての価値に加えて，来客を誘導す

る効果も併せもつ商品となるのである。

４－２．アニメ製作費の制約と広告効果

前述のように，テレビアニメ事業が単独では

赤字を抱えており，それがマンガビジネスの構

造的問題であった。

関東アニメの事例では３０分番組のテレビア

ニメには，１ 枚約１５０円の費用がかかる動画

を平均で３,５００枚と背景を約１５０枚使い，それ

らを１カットずつ撮影し，編集・録音の工程を

経てようやくフィルムが完成する。テレビアニ

メの平均製作期間は約３ヶ月となっており，時

間と人手を必要とする労働集約型の製作は，

CG の導入が進んでいるにも関らず，依然とし

てコスト削減が達成されていないのが現実であ

る。関東アニメのテレビアニメ３０分番組の平

均製作費は約１,３００万円，テレビ局から支払わ

れる平均放映料は８７０万円で，１本あたりの赤

字額が４３０万円にもなっていた。筆者が行った

アニメ製作会社のアンケート調査でも，平均製

作費は約１,３００万円，平均放映料が約１,０６０万
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円と，１本当たり約２４０万円の赤字である。テ

レビアニメ事業の赤字の原因は，労働集約型の

製作によって生じる製作費の制約に他ならな

い。

歴史的にみても，事業開始当時から赤字を出

し続けているテレビアニメ事業が成長してきた

のは，他事業にとってテレビアニメの広告効果

が必要とされてきたからである。この広告効果

をもたらしているのは，テレビというメディア

がもつ高い公共性・波及性であると考えられ

る。マンガビジネスにおいては，コミックの出

版というメディアも存在するが，テレビに比べ

ると広告効果はそれほど大きくない。それは，

テレビが無料で視聴できるのに対し３８），雑誌は

対価を支払って消費されるという違いによるの

である。

テレビアニメの広告効果を享受するのは，

キャラクター商品企業やコミック編集部だけで

なく，テレビ局や広告代理店，マンガ家，製作

者であるアニメ製作会社など二次利用によって

利益を得られるすべての利害関係者である。こ

れらの利害関係者は，マンガビジネスに関与す

るすべての企業および個人であり，テレビアニ

メ事業がマンガビジネスの成長の起爆剤となっ

た要因は，この広告効果によるものである。

４－３．キャラクター商品企業の戦略

第３節では，キャラクター商品企業の事例と

して，大手玩具会社を取り上げた。この事例か

らは，キャラクター商品企業が人気コミックや

テレビアニメの広告効果を享受し，事業からの

収益を増大していることが明らかになった。

さらに，番組の大口スポンサーとしてのメ

リットという新たな発見事実があった。そのメ

リットの具体的内容は，第１に商品化窓口の獲

得，第２に他事業との関係強化である。

４－３－１．商品化窓口の獲得

横浜トーイの事例によると，アニメ番組のス

ポンサー企業は購入するスポンサー枠の数に

よって，その立場や取得する権利に差異があ

る。つまり，人気キャラクターの商品化権を獲

得しようとすれば，アニメ番組のスポンサーに

なることを条件として提示され，さらに商品化

事業から大きな利益を得ようとすれば，他社よ

りも多くのスポンサー枠を買い多額の番組提供

料を支払わなければならないのである。

スポンサー枠を多数購入する，つまり多額の

番組提供料を支払うことの第１のメリットは，

商品化窓口を獲得できることである。横浜トー

イの事例では，複数のスポンサー枠を買うこと

によって，玩具に加えて文具やアパレル，日用

品など玩具以外の商品化権も手に入れることが

できた。これにより，同社は自社が所有する権

利をもとに文具やアパレル企業と契約を結ぶ際

に，自社のキャラクター玩具とのバランスを考

えた上で相手企業を選択できる。たとえば，文

具企業がキャラクターの消しゴムを商品化した

いと希望すれば，自社の玩具と合わせて遊べる

ような消しゴムの形状にすることを要求でき

る。また，商品の小売段階でも，自社玩具と他

社の商品を同一の場所に陳列することによって

販売の相乗効果を期待することもできる。つま

り，商品化窓口を獲得することで，商品間の互

換性やシナジー効果を考慮した商品化権のコン

トロールが可能になり，自社商品の販売を拡大

できるメリットを享受できるのである。

４－３－２．他事業との関係強化

多くのスポンサー枠を所有することの第２の

メリットは，他事業との関係を強化できること

である。横浜トーイの事例では，国内外で人気

の高いキャラクターの著作権をもつ出版社との

関係がこれに当てはまる。同社はこのキャラク

ターを用いた商品販売によって業績が急上昇

し，株式も店頭公開から東京証券取引所第１部

へと上場した。当初このキャラクターの人気は

３８）NHK（日本放送協会）では，視聴者が支払う受
信料によって放送事業を運営しているが，民間
放送局では，スポンサーの番組提供料が財源と
なっており，視聴者は無料で放送を受信でき
る。

経 済 学 研 究400254（ ） ６３－２

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／１６　２２９～２５８　岡田様  2014.01.16 18.03.49  Page 254 



現在のように高くなかったため，テレビアニメ

のスポンサー枠を多数購入することは，かなり

高いリスクを伴ったはずである。しかし，人気

が高くなる前に大口スポンサーになったからこ

そ，横浜トーイはこのキャラクターの著作権を

もつ出版社との関係を強化できたのである。

横浜トーイだけでなく関東アニメの事例から

も，１つの作品で事業が成功すると，その作品

でチームを組んだ企業とは，その後の作品でも

チームを組む傾向があるという企業間関係が明

らかになった。横浜トーイのキャラクター事業

部長によると，企業間というよりも人的なつな

がりが次の作品でもチームを組む要因となって

いる。

大口スポンサーになり他事業との関係が強化

されることは，海外事業においてもメリットを

もたらしている。横浜トーイは，前述の人気

キャラクターの海外事業において，著作権をも

つ出版社に連動して海外へ進出することができ

た。多くの作品の場合，コミックとアニメ，

キャラクター商品事業が個別に海外での事業活

動を行ってきた。その理由は，海外で横行する

海賊版対策として，各事業が個別に現地企業と

正規版権契約を締結してきたからである。これ

は，国内事業において，３つの事業間で発揮さ

れていた相乗効果が，海外では機能していな

かったことを意味している。しかし，横浜トー

イの事例は，国内で機能していた事業展開シス

テムが，海外でも機能しはじめたことを示して

いる。日本のマンガビジネスの海外戦略に関す

るフォーラム３９）でも，１９９０年代後半から，日本

のマンガビジネスが日本の企業間あるいは現地

企業との提携によって積極的に海外進出をはじ

めたことが報告されていた。

このように，大口スポンサーになり他事業と

の関係を強化することで，日本のマンガビジネ

スは，国内で築いてきた事業間の連携を海外で

も活用しようと考えるようになり，実際にその

効果が発揮されるようになったのである。

４－４．３つの事業のバランス

日本のマンガビジネスは，コミックとアニ

メ，キャラクター商品という３つの主要な事業

が相互依存関係によって連携し，事業シナジー

を生み出している。この相互依存関係は，各事

業のもつ強みと制約によって，それらを補完し

あうことで成立しているのである（表）。

まず，コミック事業は，後発事業の素材とな

る人気コミックの提供という重要な役割が事業

の強みになっている。コミック事業において，

質の高い人気コミックを次々と創造できるの

は，コミック編集部がマンガ家の発掘・育成に

取り組み，作品を市場評価にもとづいて競争さ

せているからに他ならない。一方，コミックを

素材に事業展開を行うことは，テレビアニメに

とっての事業リスクや，テレビアニメとキャラ

クター商品にとっての事業コストの削減を可能

３９）１９９９年３月１１日，東邦生命ビル（東京都渋谷
区）で開かれた，「『マンガ』『アニメ』の世界
戦略－世界が注目する日本の『マンガ』と『ア
ニメ』そのビジネスチャンスを考える－」とい
うフォーラムである。パネラーには，海外で日
本のマンガに関するビジネスを展開している日

本企業の代表者と，米国の大手アニメ製作会社
の代表者，元コミック雑誌編集長，有名マンガ
家など合計１０名が，会場には，大手家電メー
カーや広告代理店，出版や放送事業の関係者約
１５０名が参加した。主催者は株式会社バンタンイ
ンターナショナルである。フォーラムでは，米
国での事例を中心に，コミックとアニメの海外
におけるビジネスチャンスや法律制度の問題，
日米のビジネスの違いなど約５時間におよぶ議
論が行われた。

事 業 強 み 制 約

コミック事業 他事業への人気コ
ミックの提供

テレビアニメの放
映終了による売上
の減少

テレビアニメ事業 作品やキャラク
ターの広告効果

単独事業としての
赤字

キャラクター商品
事業

ライセンシーやス
ポンサーとしての
資本力

テレビアニメの放
映終了による売上
の減少

表 各事業の強みと制約
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コミック事業

ライセンス料

ライセンス料・
スポンサー料

商品化権

映像化権

キャラクター
商品事業

テレビアニメ
事業 ライセンス料・

スポンサー料

商品化権

にしている。

テレビアニメ事業には，マンガビジネスの構

造的問題といえる赤字の問題がある。赤字を余

儀なくされるのは，人権費率の高い高額な製作

費という制約があるからである。だたし，赤字

を抱えるテレビアニメは，一方では他の事業に

なくてはならない広告効果をもたらす強みも併

せもっている。同時進行で進められるキャラク

ター商品事業にとって，この広告効果は事業成

立の絶対条件といっても過言ではなく，多くの

キャラクター商品企業がスポンサーとしてテレ

ビアニメ事業を支え，ライセンス料を支払い赤

字を埋めていることからも，両事業の関係は互

いに不可欠なパートナーとなっていることがわ

かる。

さらに，筆者が行ったアンケート調査４０）によ

ると，テレビアニメの放映終了によりコミック

雑誌の売上が減少することから，コミック事業

に与えるテレビアニメ事業の影響力の大きさも

明らかになっている。これまでも述べたよう

に，人気コミックをテレビアニメ化するという

ことで，コミック事業がテレビアニメ事業に与

える影響力が大きいことはわかっていた。しか

し，コミック事業にとっても，テレビアニメの

放映終了がマイナスの影響を与える，つまりテ

レビアニメのもつ広告効果を享受しており，か

つその効果の大きさを認識しているのである。

キャラクター商品事業は，前述のように番組

を支えるスポンサーとして，他方ではテレビア

ニメ赤字を埋めるライセンス収入をもたらすラ

イセンシーとしてテレビアニメ事業を支えてい

る。これは，キャラクター商品事業の資本力と

いう強みが，マンガビジネスの財務機能の役割

を果たしているといえる。この資本力という強

みによって，テレビアニメの広告効果を最大限

に利用し，玩具をはじめとする各企業は，キャ

ラクター商品事業から大きな収益を獲得してい

る。

以上のように，日本のマンガビジネスは，コ

ミックとアニメ，キャラクター商品の３つの事

業がそれぞれの強みと制約を補完し合うことで

もたらされたシナジーによって発展してきた。

この事業間関係が，マンガのビジネスシステム

である（図）。

このような事業間関係をみていくと，１つの

疑問が生じてくる。それは，各事業がマンガビ

ジネスによって利益を獲得してきた経験から，

他事業（他企業）との連携ではなく，ディズ

ニーのようにすべての事業を統合し単独でマン

ガビジネスを展開しようと考えないのかという

疑問である。

インタビューでこの点を確認したところ，関

東アニメでは，実際にコミック事業を立ち上げ

た経験をもっていた。しかし，事業の成立が難

しいと判断し，短期間でコミック事業から撤退

している。横浜トーイでも，他事業への進出を

計画したことはあったが，実際には劇場映画へ

の資本参加に留まり，本業のキャラクター玩具

事業に専念している。横浜トーイとは別の大手

玩具会社も，テレビアニメや実写映画などの映

像事業へ進出したものの，結局は失敗に終わっ

ている。

インタビュー調査を行った３つの事業に関わ

る多くの企業では，他事業への進出について消

極的な意見を述べていた。それらを総合する

と，日本のマンガビジネスでは各事業が本業に
４０）岡田（２０００）。

図 マンガのビジネスシステム
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専念し，事業間の連携によって同一作品の同時

展開を行っていくことが望ましいと考えてい

た。このような企業の考えが，日本のマンガビ

ジネスにおける事業間関係を存立させた根拠で

あり，しかもそのバランスが保たれている要因

となっているのである。

５．むすび

本稿の目的は，コミックとアニメ，キャラク

ター商品の事業間関係に焦点を当てて，日本の

マンガビジネスがどのように発展していったの

かを明らかにすることであった。本稿で提示し

たアニメ製作会社およびキャラクター商品企業

の事例に加えて，本稿に先駆けて行ったコミッ

ク事業の分析をもとに考察した結果，日本のマ

ンガビジネスは，３つの事業がそれぞれの強み

と制約を補完し合うことでもたらされたシナ

ジーによって発展してきたことが解明された。

このシナジーを生み出したのは，コミック事業

を担う出版社とアニメ製作会社，キャラクター

商品企業が，マンガという資源を用いた事業で

試行錯誤を繰り返しながら築き上げていった相

互依存関係，すなわちマンガのビジネスシステ

ムである。

最後に，本研究の今後の課題を提示し，むす

びとしたい。

第１の課題は，ビジネスシステムの変貌を解

明することである。本稿の冒頭でも述べたよう

に，２０００年前後を境に，アニメ製作に導入さ

れた CG，コミックやアニメのデジタル配信な

ど，技術や流通に変革が起こっている。また，

デジタル化に伴い精巧な海賊版が氾濫するよう

になったため，国内外における著作権保護への

対応にも変動がみられる。さらに，コミックを

原作にした実写の映画やテレビドラマ，コミッ

クやアニメのキャラクターを用いた企業のテレ

ビ CM やキャンペーン，アニメソングのイベ

ントなど，マンガを利用した事業領域も拡大し

ている。これらの変化にともなって，本稿で提

示したビジネスシステムは大きく変貌している

と考えられる。したがって，本稿で検討したビ

ジネスシステムがどのように変化しているのか

を明らかにしたい。

第２の課題は，マンガのビジネスシステムの

国際比較である。筆者の予備的調査によると，

米国と日本には，コミックの著作権や出版物の

流通，アニメに関する規制など，さまざまな違

いがある。また，中国には，返還後の香港とそ

れ以外の都市で，出版やテレビ事業に関する法

律や商習慣に異なる基準が適用されている。こ

れらの国々におけるマンガのビジネスシステム

を比較することで，日本のマンガビジネスの特

徴をさらに詳細に解明できると考える。

付記

本研究は，平成２５年度科学研究費補助金（２４５３０４４６）

の助成を受けたものである。
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